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１．かわごえ子育てプラン体系図  

目標１ （１）子どもと親の健康の確保・増進
（２）「食育」の推進
（３）思春期保健対策の充実
（４）小児医療の充実

目標２ （１）次代の親の育成
（２）子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備
（３）家庭や地域の教育力の向上

目標３ （１）親の学びの機会の充実
（２）親の社会参加の機会の充実

目標４ （１）多様な働き方の実現及び男性を含めた働き方の見直し
（２）仕事と子育ての両立の推進

（１）地域における子育て支援サービスの充実
目標５ （２）保育サービスの充実

（３）子どもの健全育成の取組
（４）体験活動・交流の促進
（５）地域における子育て支援のネットワークづくり
（６）子育て情報提供の充実

目標６ （１）児童虐待防止対策の充実
（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進
（３）障害児施策の充実

（１）良質な住宅・良好な居住環境の確保
目標７ （２）安全な道路交通環境の整備

（３）安全・安心なまちづくり
（４）子ども等の交通安全を確保するための活動の推進
（５）子ども等を犯罪等の被害から守るための活動の推進
（６）被害に遭った子どもの支援の推進

心身の健やかな成長に資する
教育環境づくりの推進

子育ての喜びを実感し、子ども
とともに成長できる機会の充実

仕事と子育ての両立を支援す
る施策の充実

子育てを地域で支える仕組づく
りの推進

子
ど
も
と
親
と
地
域
と
が
と
も
に
育
ち
支
え
あ
う
ま
ち
川
越

基本理念 施策目標

子どもと親の豊かな健康づくり
の推進

子ども等にやさしく、安全・安心
なまちづくりの推進

要支援児童へのきめ細かな取
組の推進

基本目標
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２．進捗状況総括表 〔進捗状況〕　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
予　算　額 予　算　額 予　算　額 予　算　額 予算額

(総事業数） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕

　基本目標１ 50 48 1 1 1,410,696 1,579,793 0 0 0 ●施策目標（１）「子どもと親の健康の確保・増進」

子どもと親の豊かな健康づくりの推進 (50) (48) (1) (1) 1,354,739 0 0 0 0

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「食育の推進」
12.0% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

　 ●施策目標（３）「思春期保健対策の充実」
    

   
2 2 358 340 0 0 0 ●施策目標（４）「小児医療の充実」

(2) (2) 312 0 0 0 0
21 21 1,232,092 1,387,142 0 0 0

(21) ( 21) 1,181,873 0 0 0 0  

27 25 1 1 178,246 192,311 0 0 0

(27) (25) (1) (1) 172,554 0 0 0 0

　基本目標２ 43 39 2 1 1 6,413,245 311,781 0 0 0 ●施策目標（１）「次代の親の育成」

(46) (42) (2) (1) (1) 2,988,427 0 0 0 0

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備」
-95.1% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!
-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

　 　 　 　 　 　 ●施策目標（３）「家庭や地域の教育力の向上」
   
    

0 0 0 0 0 0

(0) 0 0 0 0 0
9 7 2 6,220,187 111,703 0 0 0

(11) (9) (2) 2,809,598 0 0 0 0
34 32 1 1 193,058 200,078 0 0 0  

(35) (33) (1) (1) 178,829 0 0 0 0

　基本目標３ 2 1 1 66 66 0 0 0 ●施策目標（１）「親の学びの機会の充実」

(7) (5) (2) 66 0 0 0 0

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「親の社会参画の機会の充実」
0.0% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

　 　 　 　 　 　 -100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

   
    

1 1 66 66 0 0 0

(1) (1) 66 0 0 0 0
1 0 1 0 0 0 0 0

(4) (2) (2) 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0  

(2) (2) 0 0 0 0 0
- --

-

- - -

- - - -

- - -

- - -

- -

- - - -

- - -

--

 

 

　子育てをより楽しく充実したものにするため、子育て
について話し合い、学ぶ場や社会参画の機会の充実
に努めます。

　拡充事業　

-

 

  

 

- -

評価・特記事項（施策目標別）

  

 

子育ての喜びを実感し、子どもとともに成長できる機
会の充実

心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推
進

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

　継続事業　

　継続事業　

項　　　　　目

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

平成22年度末の進捗状況事業数

 

拡充事業　

- - -

-

 

-

  

 

　

　拡充事業　

 

　確かな学力、豊かな人間性、たくましく生きるための
健康や体力を育むため、市立学校の教育活動・教育
環境等の整備・充実に努めます。

　継続事業　

　  

　多様化、複雑化する健康に関する諸問題を解決す
るため、健診・相談・指導体制の充実に努めます。

  

　

-

(単位：千円）

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

※「予算額」「決算額」は、実事業数に基づき記載しております。
※対前年比欄の上段は予算額の対前年比、下段が決算額の対前年比を記載しております。
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　 〔進捗状況〕　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

予　算　額 予　算　額 予　算　額 予　算　額 予算額
(総事業数） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕

　基本目標４ 11 7 3 0 1 12,463 12,588 0 0 0 ●施策目標（１）「多様な働き方の実現及び男性を含めた働き方の見直し」

仕事と子育ての両立を支援する施策の充実 (25) (15) (5) (3) (2) 11,707 0 0 0 0

　
対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「仕事と子育ての両立の推進」

1.0% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!
-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

    

   
2 1 1 607 620 0 0 0

(5) (4) (1) 607 0 0 0 0
2 0 2 0 92 77 0 0 0

(11) (4) (4) (3) 81 0 0 0 0  

7 6 1 11,764 11,891 0 0 0

(9) (7) (2) 11,019 0 0 0 0

　基本目標５ 61 41 4 8 8 7,459,327 9,728,441 0 0 0 ●施策目標（１）「地域における子育て支援サービスの充実」

子育てを地域で支える仕組づくりの推進 (72) (51) (5) (8) (8) 7,385,854 0 0 0 0

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「保育サービスの充実」
30.4% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
●施策目標（３）「子どもの健全育成の取組」

●施策目標（４）「体験活動・交流の促進」
   
   

12 6 1 1 4 6,042,845 8,301,660 0 0 0 ●施策目標（５）「地域における子育て支援のネットワークづくり」

(12) (6) (1) (1) (4) 6,021,445 0 0 0 0
24 14 3 5 2 1,237,684 1,280,827 0 0 0

(28) (17) (4) (5) (2) 1,206,320 0 0 0 0 ●施策目標（６）「子育て情報提供の充実」  

25 21 2 2 178,798 145,954 0 0 0

(32) (28) (2) (2) 158,089 0 0 0 0

　基本目標６ 32 31 1 1,599,504 1,653,105 0 0 0 ●施策目標（１）「児童虐待防止対策の充実」

要支援児童へのきめ細かな取組の推進 (41) (40) (1) 1,542,863 0 0 0 0

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「ひとり親家庭等の自立支援の推進」

3.4% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!
-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

●施策目標（３）「障害児施策の充実」

     
8 8 106,442 132,184 0 0 0

(8) (8) 98,307 0 0 0 0
7 6 1 63,989 65,001 0 0 0

(11) (10) (1) 54,816 0 0 0 0  

17 17 1,429,073 1,455,920 0 0 0

(22) (22) 1,389,740 0 0 0 0

-

- - --

-

-

- - -

- -

-- -

- -

- - --

-

-

- - -

- -

　子育てしやすい環境を整備するため、市民の多様
な保育ニーズに応えるとともに、保育所待機児童の
解消に努めます。また、家庭で子育てをしている母親
への支援の充実に努めます。

　

　拡充事業　

 

　仕事と子育てを両立しやすい社会の実現のため、
事業主等に対する啓発や、地域における子育ての相
互援助活動の推進に努めます。

　すべての子どもが健やかに成長することができるよ
う、児童虐待の防止や障害を持つ児童とその家庭等
への支援策の充実を図ります。

　継続事業　

項　　　　　目

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

　拡充事業　

　拡充事業　

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

　継続事業　

(単位：千円）

平成22年度末の進捗状況

   

評価・特記事項（施策目標別）

　

　継続事業　

 

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

 

 

事業数

※「予算額」「決算額」は、実事業数に基づき記載しております。
※対前年比欄の上段は予算額の対前年比、下段が決算額の対前年比を記載しております。
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　 〔進捗状況〕　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

予　算　額 予　算　額 予　算　額 予　算　額 予算額
(総事業数） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕

　基本目標7 32 30 1 1 571,973 333,444 0 0 0 ●施策目標（１）「良質な住宅・良好な居住環境の確保」

子ども等にやさしく、安全・安心なまちづくりの推進 (35) (33) (1) (1) 363,307 0 0 0 0

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 ●施策目標（２）「安全な道路交通環境の整備」
-41.7% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!
-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

●施策目標（３）「安全・安心なまちづくり」

　
　 　 ●施策目標（４）「子ども等の交通安全を確保するための活動の推進」

    

   
3 3 12,615 10,000 0 0 0 ●施策目標（５）「子ども等を犯罪等の被害から守るための活動の推進」
（3） (3) 10,958 0 0 0 0
3 2 1 286,810 118,940 0 0 0
（5） (4) (1) 179,730 0 0 0 0 ●施策目標（６）「被害に遭った子どもの支援の推進」
26 25 1 272,548 204,504 0 0 0

(27) (26) (1) 172,619 0 0 0 0

231 197 13 9 11 1 17,467,274 13,619,218 0 0 0

（276) (234) (17) (12) (12) (1) 13,646,963 0 0 0 0

　 　 　 　 　 　 　

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

-22.0% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

　
28 21 2 1 4 6,162,933 8,444,870 0 0 0

(31) (24) (2) (1) (4) 6,131,695 0 0 0 0
67 50 10 5 2 9,040,854 2,963,690 0 0 0

(91) (67) (14) (8) (2) 5,432,418 0 0 0 0
136 126 1 3 5 1 2,263,487 2,210,658 0 0 0

(154) (143) (1) (3) (6) (1) 2,082,850 0 0 0 0

　

- - - -

-- -

--

- - -

①事業数及び進捗状況の数値は、上段が実事業数で、下段カッコ内は再掲事
業を含む総事業数を記載しております。

②進捗状況及び達成状況（５段階評価）については、各所管課が評価を行って
おります。

平成22年度末の進捗状況

　親子が安心して外出できるよう、公共施設等のバリ
アフリー化及び防犯対策の推進に努めます。

　継続事業　

 

　拡充事業　

  

　継続事業　

　＜合　　計＞

　拡充事業　

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　　新規事業

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　新規事業

事業数
評価・特記事項（施策目標別）

    

-

-

(単位：千円）

項　　　　　目

※「予算額」「決算額」は、実事業数に基づき記載しております。
※対前年比欄の上段は予算額の対前年比、下段が決算額の対前年比を記載しております。
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３．重点施策の進捗状況 〔進捗状況〕　Ａ：順調　Ｂ：やや遅れている　Ｃ：遅れている　Ｄ：当該年度予定なし　Ｅ：終了

　　　　　　　　 

基本目標１　　子どもと親の豊かな健康づくりの推進

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（１）－３ 乳幼児健診 拡充 Ａ

（１）－９ 産婦・新生児訪問指導 拡充 Ａ

（１）－１０ 乳幼児訪問指導 拡充 Ａ

（１）－２０ 未熟児・長期療養児訪問指導 拡充 Ａ

（１）－２８ こども医療費の助成 拡充 Ａ

基本目標２　　心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推進

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（１）－２ 中学生社会体験事業 拡充 Ａ

（２）－８ 川越市教職員研修事業 拡充 Ａ

（２）－９ 少人数学級、少人数指導の充実 拡充 Ａ

（２）－２１ 公立学校施設の整備 拡充 Ａ

（３）－４ 家庭教育講座 拡充 Ａ

基本目標３　　子育ての喜びを実感し、子どもとともに成長できる機会の充実

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（１）－４ 市民との協働による父親育児講座 新規 Ａ

基本目標４　　仕事と子育ての両立を支援する施策の充実

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（１）－１ ワークライフバランスの推進・啓発 拡充 Ｂ
セミナーを開催したりＨＰ等で啓発をしているが、ワークライフバランスを
推進するためにはさらに工夫が必要なため。

（１）－８ 一般事業主との連絡協議会 拡充 Ｂ 事業主向けのセミナーを開催したが、参加企業が少なかったため。

子育て支援課

事業名 所　管　課

緊急地域経済対策室、男女共同参画
課、子育て支援課、職員課

子育て支援課

教育指導課

教育センター（旧　教育研究所）

学校管理課、教育指導課

教育財務課

中央公民館

事業名 所　管　課

所　管　課

健康づくり支援課

健康づくり支援課

健康づくり支援課

健康づくり支援課

医療助成課

事業名

事業名 所　管　課
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基本目標５　　子育てを地域で支える仕組づくりの推進

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（１）－１ 学童保育事業 拡充 Ａ

（１）－３ 病児・病後児保育事業 拡充 Ｃ
平成２３年度に向け、新規開設を計画しているが、既存保育所での実施
も踏まえ検討中であるため。

（１）－４ 一時的（特定）保育事業 拡充 Ｃ
保育スペースの問題もあり、既存園での実施は難しい。平成２３年度以降
新規開園する保育園については当初よりスペースを確保し、実施を促し
ていきたい。

（１）－５ 地域子育て支援拠点事業 拡充 Ｂ 既存施設の活用及び市民との協働事業として取り組んでいる為。

（１）－６　　 保育所による地域子育て支援事業 拡充 Ａ

（１）－７ ファミリー・サポート・センター事業 拡充 Ｂ
センター設置目標達成のためには、依頼会員に対して提供会員が少な
く、提供会員の増加を図る必要があるため。

（２）－１ 通常保育事業 拡充 Ｃ
民間保育所等の誘致を図り、定員の増加に取り組んでいるが目標を達成
するには誘致が遅れているのが現状である。

（２）－３ 統合保育事業 拡充 Ａ

（２）－４ 土曜保育事業 拡充 Ａ

（２）－５ 産休明け保育事業 拡充 Ｄ
平成２３年４月に４つの認可保育所の新設に伴い、産休明け保育の実施
園をが増え、公立保育園で実施する必要性は低いものと判断したため。

（２）－６ 公立保育所の運営方法の検討 拡充 Ｄ
近年における保育情勢、他市の民営化に係る状況等をもとに、調査研究
をしている状況であるため。

（２）－７ 法人立保育所への支援 拡充 Ａ

（２）－９ 認可外保育施設への助成制度 拡充 Ｃ
障害児の保育に対しての助成は実施しているが、運営費等の助成にた
いしては現在検討中であるため。

（２）－１２ 保育士研修 拡充 Ａ

（２）－１３ 保育サービス評価の仕組の導入検討 拡充 Ｃ 公立園及び法人園での実施ができなかったため。

（３）－１０ 児童館機能の整備 拡充 Ａ

（３）－１７ 拡充 Ａ

（６）－１ 育児情報発信活動 拡充 Ａ

（６）－２ 育児サークル支援 拡充 Ａ

基本目標６　　要支援児童へのきめ細かな取組の推進

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（１）－１ 養育支援訪問事業 拡充 Ａ

（１）－２ 家庭児童相談 拡充 Ａ

（１）－３ 要保護児童対策地域協議会 拡充 Ａ

保育課

保育課

保育課

教育財務課

保育課

保育課

保育課

保育課

保育課

事業名 所　管　課

保育課

保育課

保育課

保育課

保育課

保育課

青少年課

地域教育支援課（旧　生涯学習課）

子育て支援課、保育課、健康づくり支
援課

保育課、健康づくり支援課

事業名 所　管　課

地域子どもサポート推進事業（学校応援団推進事業・
学校支援地域本部事業を含む）

子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課
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（１）－６ こんにちは赤ちゃん事業 新規 Ａ

（２）－１ ひとり親家庭相談 拡充 Ａ

（２）－２ 母子家庭等日常生活支援事業 拡充 Ａ

（２）－１３ 川越市父子家庭貸付事業 新規 Ａ

（３）－１２ 肢体不自由児認可通園施設 拡充 Ｂ 調査研究中のため。

基本目標７　　子ども等にやさしく、安全・安心なまちづくりの推進

№ 目標 進捗状況 遅れている理由

（３）－１ 安全・安心な都市公園の整備 拡充 Ｂ 目標事業量である改修箇所数年間２０箇所を下回ったため。

（３）－４ 公共施設等のバリアフリー化 拡充 Ａ

（３）－７ 赤ちゃんの駅 新規 Ａ

（４）－１ 交通安全教育 拡充 Ａ

進捗状況集計表

A B C D E

順調 やや遅れている 遅れている 当該年度予定なし 終了

5 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10 2 5 2

52.7% 10.5% 26.3% 10.5% 0.0%

7 1 0 0 0

87.5% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0%

3 1 0 0 0

75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0%

33 4 5 2 0

75.0% 9.1% 11.4% 4.5% 0.0% 　※上段：事業数　下段：％

重点施策
事業数

健康づくり支援課

子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課

安全安心生活課

子育て支援課

保育課

事業名 所　管　課

公園整備課

道路建設課、街路課、道路環境整備
課、建築住宅課（旧　建築課）

基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４

基本目標５

基本目標６

基本目標７

合計

5

5

1

2

19

8

4

44
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４　事業別進捗状況

（１）基本目標１　子どもと親の豊かな健康づくりの推進
　

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

１－（１）　子どもと親の健康の確保・増進 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｃ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 25,448 25,306

H23 25,676

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 800 779

H23 836

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 672 651

H23 672

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,545 1,495

H23 1,545

H24

H25

H26

計

 

後期計画期間の事業実績

Ａ

２歳～２歳６か月児とその保護者を対象に歯科健診・
歯科指導を実施した。

・実施回数１２回　児３３７人　保護
者２６４人

乳幼児相談

Ａ

Ａ

継続

子どもと母の健康に関する専用ダイヤル「もしもし健
康相談」で相談を実施した。（保健師、栄養士、歯科衛
生士が対応）。また、不妊・更年期等の女性相談に助
産師等が対応した。

Ａ

3 乳幼児健診 拡充

拡充

5 電話による健康相談 継続

保健推進員に対して、市の母子保健事業の情報提供
を実施予定であったが、事業との調整ができず未実
施。

・４か月児健診（４４回）受診率９５．４％
・１歳６か月児健診（４８回）受診率９２．
６％
・３歳児健診（４８回）受診率８８．３％

4か月健診受診児数2,590人
出前講座開催回数７回４０６人

4 ・乳幼児相談３１回１，８９５人来所保健センター及び南文化会館において乳幼児を対象
とした相談を実施した。

公民館の子育てサロンでの事故防止に関する出前講
座や健康づくりスケジュールに事故防止啓発記事の
掲載等により、事故防止の周知を図った。
事故防止のパンフレットを4か月健診時に配布した。

Ａ

４か月、1歳６か月、３歳３か月児を対象に身体発育・
精神発達面の健診を行った。
・４か月児健診（４４回）受診率９５．４％
・１歳６か月児健診（４８回）受診率９２．６％
・３歳児健診（４８回）受診率８８．３％

既存統計データ

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

育児教室等で事故防止対策に関す
る啓発活動を行う。

４か月、1歳６か月、３歳３か月児を
対象に身体発育・精神発達面の健
診を行う

保健センター及び南文化会館にお
いて乳幼児を対象とした相談を実
施する。

所　管　課

健康づくり支
援課

平成２３年度の方向性

健康づくり支
援課

保健推進員に対して、市の母子保
健事業の情報提供していく。

もしもし相談、女性相談を実施す
る。

２歳～２歳６か月児とその保護者を
対象に歯科健診・歯科指導を実施
した。

健康づくり支
援課

・もしもし電話相談　８８１件
・女性相談　９６件

№ 事　　業　　名

1 母子保健地域組織育
成事業

健康づくり支
援課

継続

2 事故防止対策 継続

Ｃ

目標

6 ２歳児親子歯科健診

目標事業量

事故防止対
策を実施して
いる家庭の

割合
100%

受診率（医療
機関での受
診率を含む）

１００％
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H22 Ａ 3,264 3,263

H23 3,264

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 233,870 233,535

H23 229,760

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 11,111 9,758

H23 10,821

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 60 60

H23 60

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 40,033 40,033

H23 52,230

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 262,594 245,030

H23 283,081

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 25 16

H23 19

H24

H25

H26

計

 

Ａ

妊婦に対し委託医療機関で健康診査を行った。
委託医療機関での検診が受けられない妊婦を対象に
健診費用の一部を助成した。

妊婦とその夫を対象に育児、栄養、歯科についての
正しい知識を普及し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援した。

13

Ａ

両親学級

一般健診１４回　延３５，５２９人

拡充

Ａ

特定不妊治療を受ける夫婦を対象
にその治療に要する費用の一部を
助成する。
不妊専門相談センターにおいて専
門相談を実施する。

妊婦に対し委託医療機関で健康診
査を行う。

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

12 妊婦健康診査 拡充

５回１０２組（２００人） 妊婦とその夫を対象に育児、栄養、
歯科についての正しい知識を普及
し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援する。

市内保育園の4～5歳児クラスを対
象にフッ化物洗口を実施。
啓発事業として、講演会、リーフレッ
ト、絵本、紙芝居を配布。
委員会等の実施

Ａ

市内保育園の4～5歳児クラスを対象にフッ化物洗口
を実施した。
また、啓発事業として、①講演会②リーフレット、絵
本、紙芝居作成し、配布した。
更に、「幼児のむし歯予防推進事業」を企画、立案、
評価、検討等を行うために委員会を行った。

Ａ

9 産婦・新生児訪問指導 拡充

乳幼児の予防接種 拡充

Ａ

8

助成件数２８５件
相談件数１３組

Ａ

幼児のむし歯予防推進
事業

拡充

広報・ホームページによる情報提供、健康づくりスケ
ジュールの全戸配布等による予防接種の接種勧奨の
他、麻しん風しん混合Ⅱ期Ⅲ期Ⅳ期未接種者に対し
て個別通知による接種勧奨を行った。

訪問による指導が必要な母子に対して、保健師等に
よる訪問指導を実施した。

・妊産婦１１２件　乳幼児２１７件

出生連絡票・電話等により希望があった概ね２か月ま
での産婦・新生児に対して、助産師、保健師による訪
問を実施した。
こんにちは赤ちゃん訪問を実施した。

特定不妊治療を受ける夫婦を対象にその治療に要す
る費用の一部を助成した。
不妊専門相談センターにおいて専門相談を実施した。

乳幼児訪問指導

11 不妊に対する支援

拡充

訪問率（こん
にちは赤ちゃ
ん事業を含

む）
１００％

10

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

出生連絡票・電話等により希望が
あった概ね２か月までの産婦・新生
児に対して、助産師、保健師による
訪問を実施する。

訪問による指導が必要な母子に対
して、保健師等による訪問指導を実
施する。

・訪問件数　２，３９５件

会議・研修・関係機関との調整　　１０回
保健指導　　　　　　　　　　　　　　１００回
フッ化物洗口実施児童数　　  　７９１人

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

【接種者】
BCG        　　 　　2,925人　100.48％
三種混合　　　　　12,096人　103.84％
麻しん風疹１期　　2,834 人　　97.19％
麻しん風疹２期　　2,835人　　 95.19％
麻しん風疹3期　　2,789人　　 89.16％
麻しん風疹4期　　2,438人　　 73.63％
（接種対象者数については、標準的な
接種年齢で積算）

広報・ホームページによる情報提供、健
康づくりスケジュールの全戸配布等に
よる予防接種の接種勧奨の他、麻しん
風しん混合Ⅱ期Ⅲ期Ⅳ期未接種者に
対して個別通知による接種勧奨を継続
して行う。

６か月までの
BCG接種率

９５％
１歳６か月まで
の三種混合、
麻しん予防接

種率
９５％

継続

7
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H22 Ａ 37 37

H23 37

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 650 608

H23 650

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 234 204

H23 260

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 150 150

H23 150

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 83 83

H23 75

H24

H25

H26

計

H22 Ａ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

H22 Ａ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

月齢に応じた離乳食の進め方について教室を開催
し、離乳食の講話と試食行った。
４～６か月対象、６～８か月対象

公民館、児童館、子育てサークル等からの依頼により
保健師、栄養士、歯科衛生士が会場に出向き、それ
ぞれのテーマに沿った内容の講義、実習等を実施し
た。

Ａ

４～６か月対象　１２回３０８組
６～８か月対象　１２回２７２組

１２回１５５組

講座開催回数　７回４０６人

７３件

２歳６か月～４歳未満の児とその保護者を対象におや
つづくりの実習や講話を行い、おやつについての正し
い知識の普及を図った。また、口腔内の手入れの仕
方について指導を行った。
１２回１５５組

Ａ

訪問による指導が必要な未熟児・長期療養児世帯に
対し、保健師等による訪問指導を実施した。

妊娠５か月以上の妊婦を対象に歯科健診と歯みがき
指導を実施した。

Ａ

Ａ

15 妊婦歯科健診

母子栄養食品の支給

Ａ

妊娠５か月以上の妊婦を対象に妊娠期及びその後の
食生活をよりよくすることを目的に調理実習、講話を
行った。

Ａ

Ａ

マタニティクッキング

１２回１１３人

５回４０人

妊婦３人、乳幼児１４人低所得者の妊産婦及び乳児に対して粉ミルクを支給
し、併せて健康状態、育児状況の把握、指導を行う。

２歳６か月～４歳未満の児とその保
護者を対象におやつづくりの実習や
講話を行い、おやつについての正し
い知識の普及を図った。また、口腔
内の手入れの仕方について指導を
行う。

健康づくり支
援課

妊娠５か月以上の妊婦を対象に妊
娠期及びその後の食生活をよりよく
することを目的に調理実習、講話を
行う。

健康づくり支
援課

月齢に応じた離乳食の進め方につ
いて教室を開催し、離乳食の講話と
試食行う。

健康づくり支
援課

低所得者の妊産婦及び乳児に対し
て粉ミルクを支給し、併せて健康状
態、育児状況の把握、指導を行う。

継続

未熟児・長期療養児訪
問指導

拡充

18

拡充

妊娠５か月以上の妊婦を対象に歯
科健診と歯みがき指導を実施する。

19

健康づくり支
援課

20

育児関連講座等への
協力

離乳食教室

公民館、児童館、子育てサークル等
からの依頼により保健師、栄養士、
歯科衛生士が会場に出向き、それ
ぞれのテーマに沿った内容の講
義、実習等を実施する。

訪問による指導が必要な未熟児・
長期療養児世帯に対し、保健師等
による訪問指導を実施する。

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

継続17

16 継続

継続

14

おやつと歯みがき教室 継続

10



H22 Ａ 53 53

H23 42

H24

H25

H26

計

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 396 396

H23 396

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 960 880

H23 960

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 960 880

H23 880

H24

H25

H26

計

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

１２回６５人

成長や精神・運動発達に心配がある乳幼児を対象に
診察・相談を行い、発育発達を支援した。

９回９４人

ひよこサロン(小さく生まれた子どもを持つ親の会）を
開催し、親同士の交流の場をとして、育児不安の軽減
を図った。

Ａ

Ａ

Ａ

１１回７１人

１１回５６人

１１回２２３人

１２回７２人ポッポサークル（食物アレルギーのある子どもを持つ
親の会）を開催し、親同士の情報交換と仲間づくりを
支援した。

いもっこの会（ダウン症のある子どもを持つ親の会）を
開催し、親同士の交流の場として情報交換を実施し
た。

ハッピーエンジェル（多胎児をもつ親の会）を開催し、
育児不安の解消を図った。

低体重児等を対象に診断、相談を行い、健やかな発
育発達を支援した。

Ａ

１２回３７５人

Ａ

成長や精神・運動発達に心配がある乳幼児を対象に
診察・相談を行い、発育発達を支援した。
１１回７１人

Ａ

ポッポサークルを開催し、親同士の
情報交換と仲間づくりを支援する。

ハッピーエンジェル（多胎児をもつ
親の会）を開催し、育児不安の解消
を図る。

低体重児等を対象に診断、相談を
行い、健やかな発育発達を支援す
る。

成長や精神・運動発達に心配があ
る乳幼児を対象に診察・相談を行
い、発育発達を支援する。

成長や精神・運動発達に心配があ
る乳幼児を対象に診察・相談を行
い、発育発達を支援する。

ひよこサロンを開催し、親同士の交
流の場をとして、育児不安の軽減を
図る。

26

小さく生まれた子どもを
持つ親の会

ダウン症のある子ども
を持つ親の会

23 継続

21

すくすくクリニック

27 健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

24

食物アレルギーのある
子どもを持つ親の会

健康づくり支
援課

25

継続

継続

継続

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

22

継続

発育・発達クリニック

いもっこの会を開催し、親同士の交
流の場として情報交換を実施する。

拡充

子どものこころの健康
相談

拡充

多胎児をもつ親の会

Ａ

11



H22 Ａ 692,061 661,845

H23 830,618

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 30 30

H23 30

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 328 282

H23 400

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

１－（２）　「食育」の推進 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

 

後期計画期間の事業実績

育児サークルの支援として、育児学習・情報交換の場
の提供した。

平成２３年度の方向性№

1

Ａ

30 母子健康手帳の交付 新規

事　　業　　名 目標

保育園等における食育
の推進

拡充

Ａ

新規

こどもが必要とする医療を簡便に受けられるようにし、
こどもの健康の向上と福祉の増進を図るためこどもに
対する医療費の一部を支給する。なお、平成２２年７
月診療分より通院助成を小学校就学前から小学校３
年生（９歳年度末）までに拡大し、入院時食事療養標
準負担額の助成を廃止した。
支給件数　374,630件
支給額　　 614,354,145円

１０回４９６人 育児サークルの支援として、育児学
習・情報交換の場の提供する。

市役所や各出張所にて、届出によ
り妊婦に対して母子健康手帳を交
付する。

こどもが必要とする医療を簡便に受
けられるようにし、こどもの健康の
向上と福祉の増進を図るためこども
に対する医療費の一部を支給す
る。

医療助成課28

健康づくり支
援課

保育課

こども医療費の助成 拡充

調整中

29

所　管　課

健康づくり支
援課

赤ちゃん広場

関係機関との調整ができず未実施

Ａ

支給件数
Ｈ１７　282,228件
Ｈ１８　293,053件
Ｈ１９　292,897件
Ｈ２０　301,391件
Ｈ２１　290,709件

健康づくり支
援課

毎年実施している内容については
継続。
保育所保育指針の保育内容に合わ
せた食育年間計画を作成し、計画
的に食育を推進していく。

市立保育園において、健全な成長発達を目指し、食
事の楽しさや大切さ、衛生習慣について栄養教育を
行う。
公立保育園20園　各6回

毎年
公立保育園20園　各6回

Ａ

Ｃ

目標事業量 既存統計データ

市役所や各出張所にて、届出により妊婦に対して母
子健康手帳を交付した。

妊娠届出数２，９６１件
母子健康手帳の交付数３，０３４件

12



H22 Ａ 325 ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 150 147

H23 150

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

小中学校への食に関する指導
小学校２年生３，０００人　１９３回
各種広報誌の発行　６回

全体計画作成　　市内５４校
「わかあゆ」配布部数　２５０００部

Ａ

Ｂ

学校における食育推進のため､食に関する全体計画
を作成した。学校保健広報「わかあゆ」に食育に関す
る内容を取り上げ、保護者に対しても食育の充実推進
の協力を求めた。

2

3

学校給食課Ｈ１７　小学校２年生３，０５０人　１９６回
Ｈ１８　小学校２年生２，９３５人　１９６回
Ｈ１９　小学校２年生２，９２５人　１９０回
Ｈ２０　小学校２年生２，８１９人　１９９回
Ｈ２１　小学校２年生２，９２３人　１９７回

毎年各種広報誌発行６回

地場産物をPRしていくとともに供給
ルートの検討をしていく。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

学校における食育推進のため､食に関する全体計画
を作成した。学校保健広報「わかあゆ」に食育に関す
る内容を取り上げ、保護者に対しても食育の充実推進
の協力を求めた。

保育課

地場産農産物の学校給食への利用　８．８％
地場産物を利用した料理教室の開催
地場産物に関する食育資料提供
夏休み料理教室の開催
食育用パネル作成

学校給食課
学校給食へ
の川越産野
菜使用割合

２０．０％
（平成３０年

度）

継続

小・中学校における食
育の推進

継続 教育指導課

Ａ

・地場農産物の学校給食への利用推進

・学校給食への安定納入に要する経費への助成

直売価格と給食納入価格差補填
96,000円
　　巨峰　960kg

納品のために要する経費
51,570円

学校における食育推進のため､食に
関する全体計画の見直しを行う。学
校保健広報「わかあゆ」に食育に関
する内容を取り上げ、保護者に対し
ても食育の充実推進の協力を求め
る。学校ファームの活動との関連を
図るようにする。

Ａ

定着した食指導を引き続き継続して
いくとともに、他学年への拡大を検
討していく。

全体計画作成　　市内５４校
「わかあゆ」配布部数　２５０００部

22年度同様引き続き支援していく。

学校における食育推進のため､食に
関する全体計画の見直しを行う。学
校保健広報「わかあゆ」に食育に関
する内容を取り上げ、保護者に対し
ても食育の充実推進の協力を求め
る。学校ファームの活動との関連を
図るようにする。

地域の特色を活かした
「食育」の実践活動

農政課

給食材料納入業者に今後も働きか
けていく。
川越産農産物並びに埼玉県産食材
料の出回り期においては、その食
材料を積極的に献立に取り入れて
いく。

Ｂ

地場農産物を保育園給食に取り入れるため、給食材
料納入業者に対し、積極的に納入するよう働きかけ
る。

料理教室開催　毎年２回（Ｈ２０のみ
４回開催）
毎年地場産物に関するパネル、パ
ワーポイント作成
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H22 Ａ 126 125

H23 126

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 45 45

H23 45

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 28 28

H23 28

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

Ａ

各事業の実施状況参照

Ａ

Ａ

親子料理教室などをはじめとする調理実習等の事業
を実施。健康まつり、歯ッピーフェスティバルなどのイ
ベントにて食育を啓発した。また、会員は、食育等研
修を受講し資質の向上に努めた。

食生活改善推進員協議会、地域活
動栄養士の会
歯ッピーフェスティバル、健康まつリ
に参加協力。
絵本と紙芝居
平成22年度
　絵本　2,700冊配布
　紙芝居　56冊配布

親子料理教室の実施　　1回／年
歯ッピーフェスティバル　1回／年
健康まつりに参加協力　1回／年
食育に関する研修　　　随時

食生活改善推進員協議会、地域活
動栄養士の会等がイベント開催時
に食生活改善の掲示物を作成し、
展示したり、試食やエプロンシア
ター等を実施し情報を発信する。
また、歯科医師会、地域活動栄養
士の会、歯科衛生士会と共同で作
成した食育やむし歯予防をはじめ
幼児の正しい生活習慣を身につけ
るための絵本を継続して配布する。

健康づくり支
援課

地域活動栄養士の会と共催し、食育の推進を図った。

健康づくり支
援課

１歳６カ月健診や乳幼児相談の際に栄養士による個
別相談を実施し、食に関する不安の解消、望ましい食
生活への支援を行った。

食生活改善推進員協議会、地域活動栄養士の会等
がイベント開催時に食生活改善の掲示物を作成し、展
示したり、試食やエプロンシアター等を実施し情報を
発信した。
また、歯科医師会、地域活動栄養士の会、歯科衛生
士会と共同で作成した食育やむし歯予防をはじめ幼
児の正しい生活習慣を身につけるための絵本および
紙芝居を配布した。

４回４９組

妊娠期から幼児期まで、ライフステージにおいて必要
な知識の普及啓発を図り、食を通した健康づくりの支
援を行った。

１歳６カ月健診や乳幼児相談の際
に栄養士による個別相談を実施し、
食に関する不安の解消、望ましい
食生活への支援を行う。

親子料理教室などをはじめとする調
理実習等の事業を実施予定。健康
まつり、歯ッピーフェスティバルなど
のイベントにて食育をはじめとする
食生活に関わる啓発を予定。また、
会員は、食育等研修を受講し資質
の向上を図る。

地域活動栄養士の会と共催し、食
育の推進を図る。

妊娠期から幼児期まで、ライフス
テージにおいて必要な知識の普及
啓発を図り、食を通した健康づくり
の支援を行う。

4 情報発信活動

拡充

拡充

拡充

健康づくり支
援課

妊娠期・離乳期・幼児
期を対象とした食に関
する事業における食育
の推進

拡充

6 食生活改善推進員協
議会の活動支援

7 地域活動栄養士会との
協働

5

健康づくり支
援課

継続

健康づくり支
援課

8

乳幼児健診・相談時の
栄養相談

Ａ
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【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

１－（３）　思春期保健対策の充実 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 92 92

H23 81

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 205 92

H23 139
H24

H25

H26

計  

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

市立小中・高等学校で薬物乱用防止教室を開催。そ
の他、様々な機会を通して児童生徒へ啓発を行った。

Ｈ２１　３件
Ｈ２２　４件

全市立小中・高等学校で薬物乱用
防止教室を開催するなど、教育活
動を工夫していく。

市立小・中・高校全校で実施

引き続き啓発活動に努める。

Ａ

Ａ

・保健所窓口や健康まつり会場において、各種のリー
フレット等を配布し啓発を行った。
・健康まつりにキャラバンカーの招致を行った。
・青尐年キャンペーン（坂戸駅、若葉駅、北坂戸駅）に
参画した。
・庁舎電子表示盤により啓発を行った。

思春期保健講座　２クール／年開催
(４回だと回数が多すぎ、出席しづらいとの声があり、２
クールでの開催とした）

随時、電話等で思春期の保健相談を実施した。

継続 保健予防課

健康づくり支
援課

Ａ

教育指導課

Ａ

薬物乱用防止啓発 継続

思春期保健相談

所　管　課

随時、電話等で思春期の保健相談
を実施する。

保健総務課

平成22年度　参加者88名

後期計画期間の事業実績

学校関係者が、性に関する正しい
知識や情報を習得する場として充
実させていく。

平成２３年度の方向性

1

2

№ 事　　業　　名 目標 既存統計データ目標事業量

思春期保健
講座

（４クール／
年）
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H22 Ａ 54 54

H23 350

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

事業の実施について、どのような方法があるか、関係
各課と検討した。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｈ２２：市内中学校７校で実施
※提案型協働補助事業のため、市
民活動支援課の予算で実施

3 子育て体験学習

子育て支援課が主体となって実施した事業について、
赤ちゃんボランティア募集の周知を行った。

関係機関と検討する。

中心課の事業実施状況を見なが
ら、必要に応じて協力を検討してい
く。

中央公民館

拡充

事業の実施について、どのような方法があるか、関係
各課と検討した。

Ｂ

子育て支援課が主体となって実施した事業について、
中学校との調整を行った。

保育課

教育指導課

中心課の事業実施状況を見なが
ら、必要に応じて協力を検討してい
く。

青尐年課

健康づくり支
援課

子育て支援課が主体となって行う
事業について、学校との調整等を
行う。

中学生を対象に「命の力」「命のつながり」を話し伝え
ることで、自己肯定感を高め、自己と他者を大切に思
う心を養い、実際の乳幼児やその親とふれあうこと
で、自分がうまれてきたことに喜びを感じてもらうこと
を目的として、市民活動団体と提案型協働補助事業
で講座を実施した。

子育て支援
課

平成２３年度は市民活動団体との
協働委託事業として中学校１０校で
実施予定

Ａ

交流活動を実施し、心身の豊かな
育成を図る

Ａ

中学生社会体験事業公立保育園受け入れ実績
　１５校　１８回　受け入れ生徒数　５５１名
保育園訪問交流会
１校　２回　８０名

H22　社会体験事業受け入れ　１５
校

１０校
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H22 Ａ 330 33

H23 132

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ － －

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 26 26

H23 17

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 401 281

H23 531

H24

H25

H26

計

 

【研修会】
保健推進員　　3回
食生活改善推進員協議会　１回
健康づくりボランティアやまぶき２１
１回

依頼に対応し、出前講座の機会を
充実させていく。

　飲酒・喫煙防止についてチラシを作成、保健推進員
協議会等団体の協力によりラジオ体操や夏祭りなどイ
ベントにて啓発活動を実施した。
　「健康スケジュール」「広報川越」に未成年の喫煙防
止の記事を掲載。
保健推進員及び食生活改善推進員協議会の研修に
おいて、川越みんなの健康プランにおける「タバコ」の
研修を実施した。

拡充

5 飲酒・喫煙防止対策

依頼により健康教育を実施した。

Ａ

6 性感染症対策

拡充4

保健予防課

継続

思春期健康教育

出前l講座
（１０回／年） Ａ

中学・高校・大学への出前講座　年4回実施

Ａ

感染の早期発見のため、検査体制
の強化や予防啓発を充実させてい
く。

　飲酒・喫煙防止についてチラシを
作成し、啓発予定。
　「健康スケジュール」に未成年の
喫煙防止の記事を掲載。
保健推進員等は、「飲酒・喫煙防止
対策」について研修を実施。

１回１６人 依頼により健康教育を実施してい
く。

健康づくり支
援課

健康づくり支
援課

保健予防課

平成22年度　受検者474名性感染症検査・相談及び即日検査　月３回（年36回）
実施

平成22年度　参加者229名

Ａ

未成年の飲
酒・喫煙率

０％

性感染症検
査、相談及
び即日検査

（月３回）
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【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

１－（４）　小児医療の充実 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 46,206 44,646

H23 46,304

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 29,150 29,150

H23 26,312

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 7,380 7,380

H23 10,150

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 127 －

H23 127

H24

H25

H26

計

H22 Ａ 50,687 47,266

H23 52,929

H24

H25

H26

計

健康づくり支
援課

6 小児慢性特定疾患医
療給付

継続

自立支援医療（育成医
療）給付

継続 受給者１１５人 健康づくり支
援課

引き続き埼玉県が事業主体となり
実施していく予定である。
なお、比企地区の医療機関の整備
状況によっては、特定年度から事業
主体が川越市に変更となる可能性
がある。

診療日数３１４日
患者数　５，４１８人

後期計画期間の事業実績

小児の初期救急医療を確保するた
めに、休日及び夜間に小児科の診
療を継続して実施していく。

受給者１００人

身体に障害のある児童に対して、
健全育成・福祉の向上を図るため
必要な医療の給付を行う。

平成２３年度の方向性

Ａ

川越地区救急医療圏と比企地区救急医療圏の複数
にわたり事業を実施する必要があるため、平成17年
度より埼玉県が「小児救急医療拠点病院運営事業」と
して該当医療機関に補助金を交付している。

患者数
Ｈ２２年度　５，４１８人

養育のため指定養育医療機関に入
院加療が必要な未熟児等に対し
て、その養育に必要な医療給付を
行う。Ａ

3

診療所

既存統計データ

健康づくり支
援課

4

5 結核児童療育給付 継続

養育のため指定養育医療機関に入院加療が必要な
未熟児等に対して、その養育に必要な医療給付を
行った。

健康づくり支
援課

未熟児養育医療給付 継続

Ａ

小児二次救急医療機関数（22年度）

川越地区：１
比企地区：0

№ 目標

2 休日急患・小児夜間診
療事業

継続

1 小児救急医療対策事業 継続

事　　業　　名

小児慢性特定疾患のうち、国が指定した特定疾患に
ついて病気の治療研究を推進し、家族の経済的負担
を軽減するため、必要な医療の給付を行った。

受給者２５５人

Ａ

結核児童に対してその児童の心身両面にわたる健全
育成・福祉の向上を図るため必要な医療等の給付を
行った。

０人

Ａ

身体に障害のある児童に対して、健全育成・福祉の向
上を図るため必要な医療の給付を行った。

Ａ

小児慢性特定疾患のうち、国が指
定した特定疾患について病気の治
療研究を推進し、家族の経済的負
担を軽減するため、必要な医療の
給付を行う。

結核児童に対してその児童の心身
両面にわたる健全育成・福祉の向
上を図るため必要な医療等の給付
を行う。

所　管　課

保健医療推
進課

目標事業量
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（２）基本目標２　心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推進

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

２－（１）　次代の親の育成 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 10 5

H23 8

H24

H25

H26

計

 

H22 A 10,000 5,000

H23 8,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,398 1,398

H23 1,398

H24

H25

H26

計

 

川越市における男女共同基本計画の周知を各教職員
に図ると共に、男女平等意識を高める学校での実践
についての研修を推進した。「男女平等教育研修会」
を実施し、全校の人権教育担当者等に男女共同参画
の視点に立った教育の推進についての研修を行っ
た。

研修会参加者数　５５名

Ａ

Ａ

体験活動や多くの人とのふれあいを通して、勤労観や
社会性、自立心を養い、豊かに生きる力を育むことが
できた。

平成２２年度参加者数５５名　　各
市立学校

Ａ

各学校・園において、男女平等の重要性や人権の尊
重、男女の相互理解と協力等、男女共同参画の視点
に立った教育を進める。

実施率
１００％

№

1 継続

事　　業　　名

2 拡充

男女平等教育研修会

目標

中学生社会体験事業 教育指導課・参加生徒数　２，８２５名
・協力事業所　のべ７７１事業所

体験活動や多くの人とのふれあい
を通して、勤労観や社会性、自立心
を養い、豊かに生きる力を育む。

既存統計データ 平成２３年度の方向性 所　管　課

教育指導課

後期計画期間の事業実績

「男女平等教育研修会」を実施す
る。
各学校・園において、男女平等の重
要性や人権尊重、男女の相互理解
と協力等、男女共同参画の視点に
立った教育を進める。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

「男女平等教育研修会」を実施す
る。各学校・園において、男女平等
の重要性や人権の尊重、男女の相
互理解と協力等、男女共同参画の
視点に立った教育を進める。

目標事業量
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

中学生を対象に「命の力」「命のつながり」を話し伝え
ることで、自己肯定感を高め、自己と他者を大切に思
う心を養い、実際の乳幼児やその親とふれあうこと
で、自分がうまれてきたことに喜びを感じてもらうこと
を目的として、市民活動団体と提案型協働補助事業
で講座を実施した。

Ｈ２２：市内中学校７校で実施
※提案型協働補助事業のため、市
民活動支援課の予算で実施

子育て支援
課

保育課

Ｂ

事業の実施について、どのような方法があるか、関係
各課と検討した。

子育て支援課が主体となって実施した事業について、
赤ちゃんボランティア募集の周知を行った。

教育指導課

Ｂ

子育て支援課が主体となって実施した事業について、
中学校との調整を行った。

3 拡充

中学生社会体験事業公立保育園受け入れ実績
　１５校　１８回　受け入れ生徒数　５５１名
保育園訪問交流会
１校　２回　８０名

子育て体験学習
（１－（３）－３の再掲）

平成２３年度は市民活動団体との
協働委託事業として中学校１０校で
実施予定

中央公民館

青尐年課中心課の事業実施状況を見なが
ら、必要に応じて協力を検討してい
く。

交流活動を実施し、心身の豊かな
育成を図る

健康づくり支
援課

H22　社会体験事業受け入れ　１５
校

関係機関と検討する。

子育て支援課が主体となって行う
事業について、学校との調整等を
行う。

Ｂ

事業の実施について、どのような方法があるか、関係
各課と検討した。

中心課の事業実施状況を見なが
ら、必要に応じて協力を検討してい
く。

１０校

Ｂ

Ａ
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【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

２－（２）　子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備 （単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 619 493

H23 469

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,373 1,373

H23 1,373

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 26,851 26,072

H23 18,304

H24

H25

H26

計

 

Ａ

学校における食育推進のため､食に関する全体計画
を作成した。学校保健広報「わかあゆ」に食育に関す
る内容を取り上げ、保護者に対しても食育の充実推進
の協力を求めた。

所　管　課№ 事　　業　　名 目標

Ａ

全体計画作成　　市内５４校
「わかあゆ」配布部数　２５０００部

教育指導課

3 臨床心理士配置事業

小・中学校における食
育の推進
（１－（２）－２の再掲）

2 子どもの情報提供事業 継続

1 継続

継続

全体計画作成　　市内５４校
「わかあゆ」配布部数　２５０００部

4 さわやか相談員配置事
業

拡充

Ａ

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

長期休業前に、児童生徒に情報誌
を配付し、ひとりでも多くの子どもに
実際に体験・見学してもらうことを目
指す。

かわごえし子ども情報誌「小江戸探検隊」を年２回発
行。市立小中学校の児童生徒に学校を通じて配布。

教育センター分室（リベーラ）に１人配置し、学校やリ
ベーラにおける相談活動の指導、助言を行っている。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

Ａ

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

平成２３年度の方向性

学校における食育推進のため､食に
関する全体計画の見直しを行う。学
校保健広報「わかあゆ」に食育に関
する内容を取り上げ、保護者に対し
ても食育の充実推進の協力を求め
る。学校ファームの活動との関連を
図るようにする。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

教育センター分室（リベーラ）に１人
配置し、学校やリベーラにおける相
談活動の指導、助言、及び各学校
への派遣による訪問相談や教員の
指導力の向上を図る研修を実施す
る。

後期計画期間の事業実績
既存統計データ

学校給食課

目標事業量

学校における食育推進のため､食に関する全体計画
を作成した。学校保健広報「わかあゆ」に食育に関す
る内容を取り上げ、保護者に対しても食育の充実推進
の協力を求めた。

小中学校への食に関する指導
小学校２年生３，０００人　１９３回
各種広報誌の発行　６回

Ａ

Ａ

児童生徒や保護者への相談活動、家庭訪問等を実施
している。
・中学校２２校に２２人配置

中学校２２校に１名ずつ、２２名を配置
し、生徒やその保護者からの相談に応
じる。さらに、校種間連携をもとに、各中
学校区毎に小学校での相談活動にも
対応し、児童やその保護者からの相談
にも応じる。また、埼玉県スクールカウ
ンセラーや教育センター分室（リベー
ラ）の教育相談と連携を図りながら、専
門的な支援や、継続した相談が必要な
ケースに対応できるようにする。

定着した食指導を引き続き継続して
いくとともに、他学年への拡大を検
討していく。

学校における食育推進のため､食に
関する全体計画の見直しを行う。学
校保健広報「わかあゆ」に食育に関
する内容を取り上げ、保護者に対し
ても食育の充実推進の協力を求め
る。学校ファームの活動との関連を
図るようにする。

Ｈ１７　小学校２年生３，０５０人　１９６回
Ｈ１８　小学校２年生２，９３５人　１９６回
Ｈ１９　小学校２年生２，９２５人　１９０回
Ｈ２０　小学校２年生２，８１９人　１９９回
Ｈ２１　小学校２年生２，９２３人　１９７回

毎年各種広報誌発行６回
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H22 Ａ 208 169

H23 208

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 37 25

H23 37

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 20 20

H23 15

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 4,608 3,264

H23 3,858

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 25,037 21,521

H23 35,171

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 4,710 4,002

H23 4,820

H24

H25

H26

計

 

小学校３２校へ配布

臨時講師配置校数
１７年度・・・５校
１８年度・・・８校
１９年度・・・８校
２０年度・・・１０校
２１年度・・・５校
２２年度・・・６校

教育センター分室（リベーラ）において、不登校児童生
徒への学校復帰を目指すための学習支援や体験活
動等を実施した。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

Ａ

全市立小・中学校に、県費による指導方法工夫・改善
に伴う加配教員が配置され、尐人数指導やティーム・
ティーチングによる、個に応じたよりきめ細かな指導を
行った。

6

7

8

10

Ａ

新学習指導要領の全面実施に対応した小学校３・４年
生の社会科の副読本を整備した。

総合的な学習の時間の
支援

継続教育副読本の整備

学校管理課

教育指導課

Ａ

中学校１学年で、１学級概ね３５人を超える学年に１
学級増を行い、市費採用の臨時講師を配置した。
小人数学級のための臨時講師　６校(川越第一中、高
階中、福原中、大東西中、霞ヶ関東中、霞ヶ関西中）、
６名

２３年度も引き続き、中学校１学年
で１学級３５人を超える場合に１学
級増を行い、授業や生活面等でより
きめ細やかな指導を行っていく。

教職員や川越市さわやか相談員を対象に学校カウンセリン
グに関する研修を実施した。
学校カウンセリング中級研修会９回　１０９名
学校カウンセリング初級研修会３回　２１名
学校教育相談コンサルテーション研修会２回　　９６名
特色あるさわやか相談室づくり研修会３回　６６名

特色ある学校づくり研修会（実践発表、
グループ討議、講義）

総合的な学習の時間について「特色ある学校づくり研
修会」を１回実施し、53名が参加した。小・中学校各1
名が学校での実践発表を行い、その後近隣の小中学
校でグループ協議を持ち、情報交換を行うことができ
た。その後、大学教授の講義を拝聴し、新学習指導要
領に関する情報など最新の情報をきく事ができた。

5

拡充

9

継続

適応指導教室 継続

学校カウンセリング研
修事業

川越市教職員研修事
業

尐人数学級、尐人数指
導の充実

拡充

継続

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

全市立小・中学校に、県費による指
導方法工夫・改善に伴う加配教員
が配置され、尐人数指導やティー
ム・ティーチングによる、個に応じた
よりきめ細かな指導をとおして、基
礎学力の定着を図る。

学校教育相談コンサルテーション研修
会を通して各学校の教育相談主任の役
割や校種間連携を進め、教育相談体制
の充実を図るとともに、学校カウンセリ
ング初級、中級研修会、さわやか相談
員の研修会を通して、相談活動の質の
向上を図る。

教育指導課

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

統計資料や写真資料等の見通し、
差しかえ等を行い、よりよい副読本
の整備を行っていく。

新学習指導要領に対応し、各学校
の特色を生かした活動事例の発表
者を昨年度より多くし、特色ある活
動を広める機会とする。
グループ討議の中で、各学校の年
間指導計画について情報交換を
行ったり、小学校と中学校との連携
活動や発達段階に応じた活動内容
の確認を行ったりする。

Ａ

県費による指導方法工夫・改善加
配教員配置　１００％

学習支援や体験活動、人間関係づくり
などを通して、児童生徒一人一人のよ
りよい成長と自立を促し、学校復帰を目
指すための支援を行っていく。

Ａ

川越市立学校（小・中・高・特別支援学校）の教職員を
対象とした研修会を実施した。研修内容の工夫改善、
見直しを図り、コースによる選択制を拡大した。
主な内容は経験者研修（年次研修）・職能別研修・重
点研修・奨励研修などを行い、延べ６，３６２名が参加
した。

１０４講座
研修日数２７７日
延べ参加者数６，３６２名

Ａ

ライフステージに合った研修を重視
し（経験者研修等）、教職経験年数
に応じた指導力の向上を図る。
奨励研修の見直しを図り、幅広い実
践的指導力の向上を目指す。

Ａ

22



H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 50 40

H23 50

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 119,704 115,657

H23 140,343

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 60 60

H23 60

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 18 24

H23 12

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 12 ―

H23 12

H24

H25

H26

計

 

Ａ

小学校における外国語活動と中学校における英語科
の授業を効果的に推進するため、担当教諭の指導力
の向上及び国際理解教育に対する共通理解を図る研
修会を実施している。また、今年度は地域の方を対象
とした楽しい英会話教室を開催した。

Ａ

体験活動や多くの人とのふれあいを通して、勤労観や
社会性、自立心を養い、豊かに生きる力を育むことが
できた。

年２１回

Ａ

Ａ

夏季休業日を活用して学校教育と連動した学習の場
として、うちわ作り、ミニ縄文土器作り、隣の町の博物
館見学ツアーを行った。３回実施

子どもに博物館に親しんでもらうとともに、身近な川越
の歴史や文化財への理解や関心を深めるための学
習に取り組んだ。内容としては、はにわ作り、骨角器
作り、昔の織物体験を行った。３回実施

中学生社会体験事業
（２－（１）－２の再掲）

博物館

博物館

博物館学校週５日制対応事業として、子どもに豊かな体験の
場を提供するため、藍染めや鎧の着装、お正月飾り
の作製等の体験を行った。毎月第二・三土曜日（８月
を除く）を中心に実施した。２２年度は、本丸御殿竣工
等のため、１回減の２１回実施

継続

拡充

情報教育

継続

１日かけてじっくり取り組めるプログ
ラムとし、今後も川越の歴史、民
俗、文化財等にかかわる内容で、
毎年数種類更新して実施していく。

今後も、夏季休業日を利用して博物
館に来館し、興味を持って取り組め
る内容を実施していく。

継続

継続

年３回

Ａ

継続

今後も、プログラムを見直し、より
ニーズに合った内容を考えて実施し
ていきたい。また、土曜日だけでなく
日曜日の開催も行っていく。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

14

11

12

15

16

土曜子ども体験

子ども博物館教室

夏休み子ども体験

実施率
１００％

13

国際理解教育

体験活動や多くの人とのふれあい
を通して、勤労観や社会性、自立心
を養い、豊かに生きる力を育む。

教育指導課

児童生徒の情報活用能力を育成するため、教職員へ
の研修会の実施、情報機器の整備を行っている。前
年度に加え、管理職対象の研修会･教職員だけでなく
地域の方々を対象にした研修会を実施した。
リース期間終了の小･中学校の教育用コンピュータの
更新を行った。

年３回

年３回

年２２回

年３回

やさしいパソコン操作研修会（ワープロ･
表計算）パソコンプレゼンテーション研
修会（基本･応用）パソコンホームペー
ジ研修会（作成･更新）
授業に役立つパソコン活用研修会
（ICT・情報モラル）、初任者研修、５年
経験者研修、管理職のためのICT研修
会、　　　研修会参加者１４８名
教育用コンピュータ更新校、小学校２
校･中学校１２校

Ａ

・参加生徒数　２，８２５名
・協力事業所　のべ７７１事業所

それぞれの研修会の内容を充実させ、
参加人数の増加を目指す。昨年度の研
修会の講座数に加え、小学校３２校に
新たに導入されたデジタル教科書の活
用率を上げるための、電子黒板活用法
研修会を実施する。
校務用コンピュータの導入に伴い、全
小中学校職員室及び校長室にプリンタ
を導入。（合計１０８台）

国際理解教育研修会年２回（小・中学
校）のべ１２１名参加
小学校英語活動指導者研修会年４回
（小学校）のべ６７名参加
英語科授業づくり研修会（中学校）のべ
８名参加
ＡＥＴと楽しむ英会話研修会（小・中学
校）のべ１３名参加

平成２３年度から小学校で英語活動が
必修となり、ますます小・中の連携が不
可欠となる。国際理解教育研修会を通
して、共通理解を図り、英語教育を進め
ていく。平成２４年度から中学校では新
学習指導要領が全面実施となり、英語
においてはコミュニケーション能力の基
礎の育成が目標となる。そのため、教
員の指導力のさらなる向上を目指した
研修を推進していく。
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 455 358

H23 455

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,654 1,090

H23 1,204

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｅ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 6,154,393 2,749,817

H23 36,215

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 349 349

H23 349

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 84 78

H23 84

H24

H25

H26

計

 

Ａ

Ａ

年２回

人権作文集「あけぼの」を毎年３，１５０部発行。
「いのち・こころを大切にする絵画展」を３日間開催

 市民一人ひとりの人権意識の高揚
を図るため、
人権作文「あけぼの」を３１，５０部
発行予定。
「いのち・こころを大切にする絵画
展」を３日間開催予定。

23

20

幼保小連絡懇談会の
実施

学校部活動補助事業

21

22

Ａ

教育財務課

継続

継続

継続

継続

講演会参加者数２７９名
啓発冊子等配布数１，４１６冊
啓発ビデオ貸出数６１件
講演会実施回数１回
広報掲載回数１２回
啓発用品の駅頭等配布数６，４２１個

絵画展入場者数１９２人

教育指導課

年２回

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

人権推進課①講演会の開催　②市内の公的施
設及び駅等啓発において啓発用品
配布　③ビデオを購入し、学校・企
業へ貸出　等により人権啓発を積
極的に推進してまいります。

中央公民館

今後も、昔のいろいろな遊びを体験
することを通して、当時の人々のくら
しや文化に親しむことを目的にプロ
グラムを組み、指導者として、市民
ボランティアの協力を得て実施して
いく。

拡充

継続

１０講座

「幼保小連携の在り方」をテーマに幼稚園・保育園・小
学校の教職員の参加のもと開催した。

小中学校耐震化推進計画に基づき
実施。

全体　２２９棟
内訳　新耐震基準及び耐震化済み
等
　　　　１７５棟
　　　　耐震補強工事未実施
　　　　５４棟

耐震補強工事実施
校舎・体育館　２校
校舎　　　　　　３校
体育館　　　　１６校

耐震化率　７６％

継続

公立学校施設の整備

Ａ

小学校３２校
幼稚園３２園
保育園３３園

教育指導課

17

18

人権啓発事業

人権教育

昔の遊び

Ａ

育児関連講座

博物館

19

講演会参加
者数

３００人

講演会参加者数２７９名
啓発冊子等配布数１，４１６冊
啓発ビデオ貸出数６１件
講演会実施回数１回
広報掲載回数１２回
啓発用品の駅頭等配布数６，４２１
個

昔のいろいろな遊びを体験することを通して、当時の
人々のくらしや文化に親しむことを目的にベーゴマ回
しや割り箸鉄砲等の体験を行った。２回実施

・３２幼稚園と３３保育園、３２小学
校を６グループに分けて実施してい
る幼保小連絡懇談会は、公開授業
や公開保育を実施するグループが
増えた。
　・『連携実践事例集』等をもとに充
実した話し合いによって、教員、保
育士の資質向上や幼保小の連携強
化等成果を上げている。

Ａ

事業実績：１０講座
子育てガイドマップ作成講座やお話会、親子コンサー
トやいのちのおはなし講座などで実施した。

こえどちゃん６０００部を市内公共施
設にて配布

妊婦・子育て中の保護者にいのち
の大切さを考える契機とする。

予算縮減のため、平成21年度で事業が終了しました。

公立学校施設
の耐震化率

１００％

Ｅ
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ 31,606 30,453

H23 31,916

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 318 280

H23 318

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

２－（３）　家庭や地域の教育力の向上 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 3,418 3,208

H23 3,289

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,160 2,160

H23 2,160

H24

H25

H26

計

 

拡充

小・中学生の読書活動
の推進

各ＰＴＡ５回以上実施。延べ回数２７
３回。

家庭向け読書活動啓発リーフレット「自ら本に手を伸
ばす子に」を小学校新入学児童の保護者に保護者会
の折に配布した。年１回の司書教諭研修会、年４回の
図書整理員研修会を実施し、資質の向上を図った。

不登校児童生徒保護
者セミナー

継続

24

継続

学校図書館図書の整
備

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

「学校図書館図書標準」の達成に向け、、計画的な図
書購入及び廃棄に努めた。
　小学校　　７０．６％
　中学校　　８２．３％

川越市子ども読書活動
推進計画第２次の策
定・推進

Ａ

継続

Ａ

Ａ

教育指導課

教育指導課

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

達成率
１００％

継続

目標事業量 所　管　課

1

既存統計データ

・読書マラソン実施期間中(６月～２
月）の市内児童平均読書冊数は４
９．６冊、昨年比＋４．６冊
・学校図書館平均貸し出し冊数
小学校　21.2冊(昨年比　＋１．３冊）
中学校　　3.0冊(昨年比　＋０．６
冊）

26 教育指導課

多くの保護者が講座に出席できる
環境づくりと、講座内容の充実化を
図りながら、市内小中学校54校でＰ
ＴＡ家庭教育学級を実施する。

年間３回実施し、それぞれ「子ども
が登校をしぶったとき」「生活リズム
づくり」「登校へのきっかけづくり」に
ついて考え、話し合う機会とする。

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

いじめ・不登校、学習・発達、ことば
の相談や就学に関する相談など、
教育に関するあらゆる相談に応じて
いく。

家庭教育学級3

拡充

整備率
１００％

目標№

2

教育相談・就学相談事
業

事　　業　　名

25

平成２３年度の方向性
後期計画期間の事業実績

第２次川越市子ども読書活動推進
計画に基づき小学生対象の読書マ
ラソンの取組、中学生対象の読書
手帳配布を継続する。

Ａ

不登校児童生徒の保護者を対象に、不登校理解のた
めのセミナーを実施し、相談に応じた。
・３回実施

市内小中学校５４校のPTAに事業を委嘱し、それぞれ
のPTAが年５回以上の家庭教育学級を開講した。
本事業により、家庭における教育力の充実に効果が
見られた。

住民生活に光をそそぐ予算を活用
し、蔵書を充実させる。また、図書
の廃棄方法の見直しと合わせ、蔵
書数の増加を図る。

達成率は小学校７０．６％､中学校８
２．３％。２１年度より３ポイント程度
上昇している。

Ｂ

読書習慣を形成するため､小学生対象の読書マラソン
の実施、中学生対象の読書手帳の配布を行った。

相談者のニーズに応じて関係諸機関と連携し、臨床
心理士のスーパーバイズを得ながら、より適切な相談
活動を行うことができた。また、発達や就学に関する
相談に応じた。
・相談件数（延べ）３，３８３件
・川越市就学支援委員会（委員２５名）

第２次川越市子ども読書活動推進
計画に基づき､学校、家庭、地域が
一体となって子どもが読書に親しむ
諸条件の整備充実に努める。

Ａ
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H22 Ａ 1,522 1,522

H23 1,522

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ 250 250

H23 250

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 850 649

H23 850

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 13,174 12,036

H23 11,550

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 47 17

H23 75

H24

H25

H26

計

 

継続

Ａ

体育祭等における団交流、指導者や母集団を対象と
した研修会の実施等を通してその資質能力の向上を
図った。また、体力テスト会（参加者１，１４６名）、体育
祭（参加者１，３８７名）、新春マラソン（参加者１，０５９
名）を開催し、子供たち個々の体力向上を図ることが
できた。

Ａ

学生ボランティアを活用した学習支
援事業の全事業数（17事業）
事業の参加者合計人数（約600人）

各地区の子どもサポート事業のなかで、学生ボラン
ティアを活用した学習支援事業が活発になってきてい
る。

認定件数
１，５４０件

（H２４までの
目標事業量）

Ａ

継続

学校開放委員会を中心に小学校３２校、中学校２０校
で体育施設開放を実施した。多くの地域住民がスポー
ツ・レクリエーション活動を楽しむことができた。体育館
等の耐震工事のため、利用日数が昨年度より減尐し
てしまう学校施設がいくつかあった。この他、霞ヶ関北
小のプール開放（６～９月）、山田小・南古谷小の学校
プール開放（７～８月）を行った。学校体育施設開放参
加者数３９６，７２８名。霞ヶ関北小プール開放参加者
数４，２７９名。山田小・南古谷小プール開放参加者数
１１１名。

・省エネナビコース：9件認定
・簡易電力計コース：16件認定
・省エネ家計簿コース：5件認定
・省エネワークブックコース：122件認定
・ゴールド・エコチャレンジファミリー：4件対象
平成２２年度までに、述べ９５９件の家族をエコチャレ
ンジファミリーとして認定している。

省エネナビコース：123件認定
簡易電力計コース：203件認定
省エネ家計簿コース：88件認定
省エネワークブックコース：545件認
定
ゴールド・エコチャレンジファミリー：
32件認定

平成22年度子どもサポート委員の
人数
569人（前年比１０３．１％）

Ａ

学校体育施設開放参加者数
396,728名。
霞ヶ関北小プール開放参加者数
4,279名。
山田小・南古谷小プール開放参加
者数112名。

地域の大学・高校との連携を進め
て、学生ボランティアによる学習支
援事業を進めていく。

東日本大震災の影響による電力不
足から市民の間でも節電意欲が高
まっているため、従来のコースを一
時停止し、簡易電力計コースで利
用しているワットチェッカーの貸し出
しに絞った事業を行う。

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

環境政策課

継続

人材バンク 継続

継続

学校体育施設開放事
業

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

スポーツ振
興課
（旧　市民ス
ポーツ課）

市民団体やＮＰＯ法人などと協働し
ながら家庭教育の啓発・拡充に努
めていきたい。

拡充4

拡充

中央公民館

体力テスト会1,146名
体育祭1,387名
新春マラソン1,060名

継続

スポーツ振
興課
（旧　市民ス
ポーツ課）

今年度中に１クラブ設立予定。設立
に向け、県体育協会と連携してい
く。既存２クラブについては事業内
容の充実を図る。

継続

9

スポーツ尐年団 スポーツ振
興課
（旧　市民ス
ポーツ課）

5 総合型地域スポーツク
ラブ

10 エコチャレンジファミリー
認定事業

8

7

学生ボランティアの活
用

6

家庭教育講座

子どもサポート委員の増加と活用
のための支援を目指す。

講座数２５
参加者数　３０５１人（述べ）

家族力アップ講座・すくすくスクール・親と子の愛情教
室などを各公民館で計画・実施した。

ボランティアメンバーで構成されている各地区子ども
サポート委員が人材バンクの役割を果たしている。
子どもサポート委員の人数は毎年増加傾向にある。

Ａ

Ｂ

２クラブの設置。芳野スポーツクラブでは、自主的な運
営を行い、１０事業を行い６５２名の参加者を得た。新
規創設の川越公園クラブについては、充実した施設
設備を活用して、クラブ事業、スクール事業等８事業
を展開した。２クラブ間の交流を行い、クラブ間のネッ
トワークを構築した。３クラブ設置に向け、積極的な働
きかけが必要な状況にある。

２クラブ育成・設置

２５講座

３クラブ
設置・育成

Ａ

26



H22 Ａ 74 61

H23 16

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 58 52

H23 58

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 6 6

H23 2

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 7,836 6,834

H23 7,127

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 111 49

H23 93

H24

H25

H26

計

 

H22 A 165 35

H23 110

H24

H25

H26

計

 

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

環境政策課

Ａ

市内在住の親子を対象に、新設の清掃工場「資源化
センター」の施設見学や「つばさ館」でのリサイクル講
座（「廃油でキャンドル作り」や「廃材を利用した工作」
など）を実施した。
平成２２年８月１９日　１５名参加
平成２２年８月２４日　１１名参加

平成２１年度は、東清掃センター、リ
サイクルセンターの見学及び紙すき
体験、廃材を利用した工作教室を
開催（２日）　４３名参加した。

環境関連企業、環境に配慮した取
組を実施する企業、川越市環境部
等が出展し、環境に配慮した商品
やサービス・取組等を来場者にＰＲ
する。

２回実施予定。

台風により中止

平成２２年度２回実施。夏期を８月に実施し（参加者数３９人）、冬期を１月に実施し
た（参加者数３７人）。

資源循環推
進課

Ａ

２回実施予定。

環境政策課

環境政策課参加者数
平成18年度623名
平成19年度284名
平成20年度786名
平成21年度765名

(1)維持管理
　清掃業務委託（月３回）、除草業務委託(年２回)、剪
定、枯損木処理(随時)
(２）施設改修
  第8号ほか1箇所整備工事

継続

Ｄ

イベント開催
回数

（年度）：２回

８月に研修会（内容：水生生物調査）、２月に発表会
（内容：１年間のクラブ活動を報告）を実施した。

平成２２年度２回実施。
登録クラブ数：５クラブ・５８会員

17 エコチャレンジスクール

Ａ

16 こどもエコクラブ 継続

継続

市民環境調査 継続

開催回数
（年度）：１回

Ａ

継続

開催回数
（年度）：２回

8箇所

「川越の樹めぐり」を実施した。
（１回実施。参加者数２８人）

平成２２年度１回実施。 １回実施予定。

環境政策課

東日本大震災により施設が、一部
破損したことや節電対応のため、平
成２３年度は中止の予定。

Ａ

市民の森

夏休み親子リサイクル
体験ツアー

継続

13 環境展inさんぱく

星空観察の集い

環境政策課

散歩や休憩で利用されるほか、一
部の森では、子供たちの自然学習
の場としても利用されている。 良好
な自然環境を保つために、定期的
な維持管理と、不都合箇所の改修
を行っていく。新規指定について
は、維持管理に経費が嵩むこともあ
り、慎重に候補地を選定する必要
がある。

継続12

15

14

11

川越市内小・中・高・特別支援学校
の全５６校がエコチャレンジスクー
ル認定事業に取り組む。活動内容
をまとめた実践報告書を作成し、市
内各学校に配布する。

Ａ

川越市内小・中・高・特別支援学校の全５６校がエコ
チャレンジスクール認定校となり、各学校において工
夫した取組を行った。実践報告書を作成し、市内各学
校に配布した。

エコチャレンジスクール認定校５６
校（認定申請校１９校、継続更新校
３７名）

開催回数
（年度）：１回
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（３）基本目標３　子育ての喜びを実感し、子どもとともに成長できる機会の充実

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

３－（１）　親の学びの機会の充実 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 25 16

H23 19

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 66 66

H23 66

H24

H25

H26

計

 

№ 事　　業　　名 目標 既存統計データ

事業実績：１０講座
子育てガイドマップ作成講座やお話会、親子コンサー
トやいのちのおはなし講座などで実施した。

2

拡充

継続

目標事業量

こえどちゃん６０００部を市内公共施設にて
配布

妊婦・子育て中の保護者にいのちの大切さ
を考える契機とする。

市民団体やＮＰＯ法人などと協働し
ながら家庭教育の啓発・拡充に努
めていきたい。

Ａ

妊婦とその夫を対象に育児、栄養、歯科についての
正しい知識を普及し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援した。

５回２００人

所　管　課

健康づくり支
援課

後期計画期間の事業実績
平成２３年度の方向性

妊婦とその夫を対象に育児、栄養、
歯科についての正しい知識を普及
し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援していく。

中央公民館

Ａ

市民活動団体との協働委託事業により、子育て中の
父親を対象に子育ての楽しさを実感し、育児への関心
を高めるとともに、父親の育児参加を促進するため、
具体的に活用できる講座を実施
・小児救急講座（救命救急士による講習、実技）
・ＣＡＰ講座（子どもへの暴力防止プログラム）
（母親は骨盤体操、ベビーマッサージなどの別プログ
ラムを実施）

Ｈ２２　２日間で延べ２６組、７３人の
参加
※当初の参加希望者は２日間で延
べ３０組

子育て支援
課

中央公民館

Ａ

家族力アップ講座・すくすくスクール・親と子の愛情教
室などを各公民館で計画・実施した。

講座数２５
参加者数　３０５１人（述べ）

Ａ

市民との協働による父
親育児講座

新規4

両親学級
（１－（１）－１３の再掲）

育児関連講座
（２－（２）－２２の再掲）

3 家庭教育講座
（２－（３）－４の再掲）

拡充

２５講座

１０講座

参加者数
年３０組

1

Ｈ２３年度は市民活動団体との協働
により、子育て中の父親の育児力
の向上を目的として、ＣＡＰプログラ
ム、子どもの可愛い写真の撮り方講
座を実施する予定。
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【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

３－（２）　親の社会参画の機会の充実 （単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

各課へイベント等の際の託児についての配慮を文書
で通知した。
子育て支援課で実施する会議等の通知文には、託児
の案内を明記し、希望者には託児を実施して、子育て
中の親の参加を促進した。

Ｈ２２　子育て支援課の会議　託児
７回実施

子育て支援
課

後期計画期間の事業実績
所　管　課

保育課

既存統計データ事　　業　　名 目標

家庭教育学級
（２－（３）－３の再掲）

2

1

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

10箇所で平成21年度に引き続き実施。
子育て親子の交流の場の提供。育児相談。子育て講
座の開催。子育て情報の提供。
※子育て支援センター3箇所は公民館、公園等への
出張支援も行っている。
【10箇所】

子育て支援センター（公立１箇所、
法人2箇所）
つどいの広場（公立1箇所、法人6箇
所）
計10箇所で実施。

子育て支援拠点の新規開設を実施
し、事業の拡充を図る。

Ｂ

3

地域子育て支援拠点事
業
（５－（１）－５に掲載）

多くの保護者が講座に出席できる
環境づくりと、講座内容の充実化を
図りながら、市内小中学校54校でＰ
ＴＡ家庭教育学級を実施する。

市内小中学校５４校のPTAに事業を委嘱し、それぞれ
のPTAが年５回以上の家庭教育学級を開講した。
本事業により、家庭における教育力の充実に効果が
見られた。

各ＰＴＡ５回以上実施。延べ回数２７
３回。

Ａ

№

拡充

目標事業量

２５箇所

Ｂ

平成２３年度の方向性

各課の会議、イベント等の際に託児
を設けることにより、子育て中の親
の社会参画の機会を提供すること
ができたが、さらに周知方法やボラ
ンティアの活用方法等を工夫する必
要がある。

イベント等への参加促
進

拡充

継続
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（４）基本目標４　仕事と子育ての両立を支援する施策の充実

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

４－（１）　多様な働き方の実現及び男性を含めた働き方の見直し （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 52 51

H23 52

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 30 30

H23 15

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ 10 －

H23 10

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,140 2,130

H23 2,256

H24

H25

H26

計

 

求職相談 継続

№ 事　　業　　名 目標

1

2

3

ワークライフバランスの
推進・啓発

拡充

継続ハローワーク求人情報
の提供

Ｂ

Ｂ

所　管　課

緊急地域経
済対策室

後期計画期間の事業実績
既存統計データ 平成２３年度の方向性

Ａ

・H23年2月に企業啓発研修：「一般事業主行動計画
作成のポイントについて」を緊急地域経済対策室及び
子育て支援課と共催し、事業主や人事労務担当者に
対し次世代支援育成に関するセミナーを行うことがで
きた。
・H23年2月に男女共同参画職員研修：「男女共同参
画への取組・評価と教育の役割」を職員課と共催し、
職員に対して男女共同参画意識を高めるための講演
会を行った。

緊急地域経
済対策室

男女共同参
画課

労使双方へあらゆる機会を通じて
啓発活動に努める。

緊急地域経
済対策室

子育て支援
課

職員課職員の仕事と子育ての両立支援に
ついて、引き続き管理監督者への
意識啓発を図るとともに、全職員に
対しても周知し、理解を図っていく。

引き続き労使双方を対象に実施し
ていく。

・企業啓発研修参加者 9社
・職員研修参加者　　　81名

特定事業主行動計画について、課長級に昇任した職
員を対象に説明会を実施し、職員の仕事と子育ての
両立支援に関する意識啓発を行った。

セミナーやＨＰ等を通じてワーク・ラ
イフ・バランスを推進・啓発していく。

(株)埼玉りそな銀行との共催により、「企業の次世代
育成支援セミナー」を実施し、ワーク・ライフ・バランス
を推進するため、企業がすぐに取り組むことができる
一般事業主行動計画作成のポイントや意義・効果を
説明した。

引き続き最新の求人情報を提供し
ていく。

無料職業紹介所の整備により求職
者の利便性を図り、さらにPRを行っ
ていく。

１５箇所にて配布

就労相談室　２４０回　相談件数80
件

団塊世代第2ステージ相談会
２１回　相談件数９件

若者ジョブナビゲーション　キャリ
ア・心理カウンセリング５８回　１７６
件

相談件数
年２００件

Ａ

(株)埼玉りそな銀行と共催で企業の次世代育成支援
セミナー、労働法サマーセミナー（改正育児・介護休業
法等）を開催した。

Ｈ２２　セミナー１回　参加者数２６名

実施日：平成22年8月3日
参加人数：37人

開催数　２回
参加者　５７名

目標事業量

セミナー年２回
就業規則等で
育児休業制度
を規定してい

る割合
70%

提供箇所数
１５箇所 Ａ

Ａ

就労相談室や年代別にキャリアカウンセリングを行う
団塊世代第２ステージ相談会、若者ジョブナビゲー
ション等を実施し、広く相談に応じる体制とした。

ハローワーク川越求人情報を本庁、出張所、南連絡
所、女性会館、サンライフ川越で配布し、市ホーム
ページに掲載し毎週更新して提供した。
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4 H22 Ａ 936 715

H23 950

H24

H25

H26

計

 

5 H22 Ａ 400 296

H23 400

H24

H25

H26

計

 

6 H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

7 H22 Ａ 192 180

H23 192

H24

H25

H26

計

 

8 一般事業主との連絡会 拡充 H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

9 女性の就労支援事業 継続 H22 Ａ 8,096 7,698

H23 8,093

H24

H25

H26

計

 

10 特定事業主行動計画 新規 H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

労働相談

労働基本調査

参加企業数
年５０社

行動計画において数値目標を掲げ
ているが、現時点では未集計

就労支援事業

就職面接会 緊急地域経
済対策室

緊急地域経
済対策室

緊急地域経
済対策室

緊急地域経
済対策室

子育て支援
課

参加者が尐ないため、企業の規模
に関わらず、多くの企業が参加して
いただけるように幅広く周知する。

職員課

女性のニーズに応じた就学支援や
社会の動きに対応できる資格支援
に努める。

行動計画について引き続き職員に
周知し、職員が仕事と子育てを両立
しやすい職場環境の整備に努め
る。

女性会館

Ａ

継続

継続

継続

Ｂ

Ｂ

継続

ハローワーク川越等と連携して引き
続き実施する。

就労に役立つ実践的な事業を開催
する。

就労支援講座
６事業　28回
延べ受講者数　245人

3回実施
参加求職者延べ456人

Ｈ２２　参加企業数１０社　参加者数
２６名

開催回数 17回
相談件数　14件

※震災のため夜の部１回中止

２４年度の実施に向けて、調査内容
等を検討する。

労使双方に労働問題について気軽
に専門家に相談できる場を提供し、
さらにＰＲを図っていく。

(株)埼玉りそな銀行との共催により、「企業の次世代
育成支援セミナー」を実施し、ワーク・ライフ・バランス
を推進するため、企業がすぐに取り組むことができる
一般事業主行動計画作成のポイントや意義・効果を
解説した。

４年に１回の実施であるため、本年度は未実施（２０年
度実施）。

勤労者、事業主双方を対象として社会保険労務士に
よる労働相談を実施した。

IT実践講座や介護の仕事入門講座等、就労に必要な
実践的なスキルを身につける講座や、就職活動に役
立つ代表職種の実務や就職活動方法に関するセミ
ナーを開催した。

Ａ

Ｄ

特定事業主行動計画の後期計画として「次世代育成
支援のプログラムⅡ～仕事と子育ての両立支援～」を
策定し、職員への制度周知を行った。

２２年度受講者数　延べ２，４０１名女性の就労支援や資格取得を目標とした講座を実施
する。
・宅建基礎講座　２３回　延べ７１０名
・日商簿記３級講座　２０回　延べ３３８名
・医療事務講座　２５回　延べ７７７名
・介護事務講座　１６回　延べ３４４名
・調剤事務講座　１０回　延べ２３２名

Ａ

ハローワーク、近隣市町と共催で若者就職面接会、障
害者就職面接会を実施した。

Ａ講座開催
年１２回

開催数
年２回

開催数
年１２回
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11 新規 H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

12 新規 H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

４－（２）　仕事と子育ての両立の推進 （単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 C ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

引き続き、児童扶養手当受給者の
自立を支援するために自立支援プ
ログラムを策定し、継続的な就労支
援を行っていく。

子育て支援
課

児童扶養手当受給者を対象に、自立を促進するため
の自立支援プログラムを策定し、きめ細やかで継続的
な就労支援を行った。
プログラム策定件数　３９件

母子自立支援プログラ
ム策定事業
（６－（２）－１１に掲載）

Ｈ２２　プログラム策定件数　３９件

Ａ

託児付きの就労支援セミナーやパソコン講座を開催
することにより、就労面から母子家庭の自立を支援し
た。また、併せて就労に関する相談を受け付けた。
セミナー　１３名
パソコン講座　２４名
就労相談　３２３件

拡充

２箇所

2 学童保育事業
（５－（１）－１に掲載）

№ 事　　業　　名 目標

4 一時的（特定）保育事
業
（５－（１）－４に掲載）

拡充

3

Ａ

拡充

Ａ

病児・病後児保育事業
（５－（１）－３に掲載）

拡充

延べ利用者
数

３００人／年

母子家庭等就業・自立
支援センター事業
（６－（２）－８に掲載）

１３箇所

1 ファミリー・サポート・セ
ンター事業
（５－（１）－７に掲載）

保育課

子育て支援
課

引き続き、託児付き講座等の開催、
就労相談の実施により、就労面か
ら母子家庭の自立を支援していく。

　　　セミナー　パソコン講座　就労相談
Ｈ２２　 １３件     ２４名　　　　　  ３２３名

後期計画期間の事業実績

保護者の就労等により、放課後の家庭が常時留守に
なっている児童を、市内３２学童保育室で保育した。
【１，９０６人】

教育財務課

保育課

保護者の就労等により、家庭が常
時留守になっている児童を、待機児
童なく安全に保育する。

所　管　課平成２３年度の方向性

保育課

年度当初入室児童数
平成１９年度　１，９０７人
平成２０年度　１，９０１人
平成２１年度　１，９４１人
平成２２年度　１，９０６人
平成２３年度　１，９０２人

既存統計データ

C

公立保育園５園、法人保育園８園で実施。
【１３箇所・５，８７６人】

依頼会員に対して提供会員が尐な
いため、事業内容の周知と提供会
員の増加を図る。

１３箇所・５，８７６人

（Ｈ１７）→（Ｈ２１）
　依頼会員　５８５人→１，０６７人
　提供会員　２１４人→　　３８２人
　依頼提供会員　２５人→　　　５５
人

Ｂ

設置箇所数　　　　　　１箇所
依頼会員　　　　　１，１８６人
提供会員　　　　　　　４３６人
依頼提供会員　　　　　６７人
活動件数　　　　　６，８９１件

C

病児・病後児保育として、１施設で継続して事業を実
施。
【１箇所・３人】

１箇所・３人 病児・病後児保育として、１施設（定
員:３人）で新たに実施する予定であ
る。
【２箇所・６人】

プログラム策
定件数

４０件／年

目標事業量
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 A ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 607 607

H23 620

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

保育課

5 法人立保育所への支
援
（５－（２）－７に掲載）

拡充

保育課

保育課

保育課

男女共同参
画課

引き続き、情報紙の発行を通じ、男
女共同参画社会の形成を目指した
社会的気運の醸成に努める。

女性の社会参画を促進するため、就労支援や資格取
得を目標とした各種講座を実施した。
また、国・県と協力して各種セミナーの案内や育児休
業等のリーフレットを配布した。

２２年度受講者数　述べ２，４０１名 女性会館

第３２号、第３３号　各5,000部発行

Ａ

10 男女共同参画の促進 新規

Ａ

市民との協働委託事業として、年2回情報紙（イーブ
ン）を発行した。

拡充

9

6 家庭保育室委託事業
（５－（２）－８に掲載）

拡充

継続

8 認可外保育施設等の
認可化支援
（５－（２）－１０に掲載）

継続

7 認可外保育施設への
助成制度
（５－（２）－９に掲載）

保育課

幼稚園での預かり保育
事業
（５－（２）－１１に掲載）

女性のニーズに応じた就学支援や
社会の動きに対応できる資格支援
に努める。

保育業務を家庭保育室に委託する
にあたり、助成の充実を図る。

制度の仕組み等の検討、調査の実
施

補助対象園園児数
H１８　３６６人
H１９　３９６人
H２０　４０９人
H２１　４１０人
Ｈ２２　４２４人

Ｄ

事業なし

幼稚園預かり保育の推進に努め
る。

助成制度を設け推進を図る。

Ｂ

法人立保育所の保育サービスの充
実に努める。

C

障害児の保育については助成を実施
その他の助成については調査、研究を行っている。

Ａ

民間保育所の運営の充実を図るため、各種事業等の
実施に係る経費を助成している。

H２２
１３園で実施

委託施設数
市内　２１箇所
市外　１８箇所
委託児童数
市内　３，２２４人
市外　　３０９人

H２２
市内の家庭保育室２１箇所と家庭
保育委託契約を締結し、保育に欠
ける乳幼児の保育を委託している。

Ａ

（人数割　（１日平均人数四捨五入済）　）
1歳未満児 　480,000×1人＝480,000円
1～2歳児 　  300,000×62人＝18,600,000円
3歳以上　     170,000×361人＝61,370,000円
長期休業加算    29園×300,000＝8,700,000円
施設経費補助　  29園×400,000＝11,600,000円
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

妊婦とその夫を対象に育児、栄養、歯科についての
正しい知識を普及し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援した。

５回２００人 妊婦とその夫を対象に育児、栄養、
歯科についての正しい知識を普及
し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援していく。

11 両親学級
（１－（１）－１３の再掲）

拡充

12 家庭教育講座
（２－（３）－４の再掲）

拡充

Ａ

家族力アップ講座・すくすくスクール・親と子の愛情教
室などを各公民館で計画・実施した。

講座数２５
参加者数　３０５１人（述べ）

２５講座

Ｈ２２　２日間で延べ２６組、７３人の
参加
※当初の参加希望者は２日間で延
べ３０組

子育て支援
課

健康づくり支
援課

中央公民館市民団体やＮＰＯ法人などと協働し
ながら家庭教育の啓発・拡充に努
めていきたい。

Ｈ２３年度は市民活動団体との協働
により、子育て中の父親の育児力
の向上を目的として、ＣＡＰプログラ
ム、子どもの可愛い写真の撮り方講
座を実施する予定。

13 市民との協働による父
親育児講座
（３－（１）－４の再掲）

新規

Ａ

市民活動団体との協働委託事業により、子育て中の
父親を対象に子育ての楽しさを実感し、育児への関心
を高めるとともに、父親の育児参加を促進するため、
具体的に活用できる講座を実施
・小児救急講座（救命救急士による講習、実技）
・ＣＡＰ講座（子どもへの暴力防止プログラム）
（母親は骨盤体操、ベビーマッサージなどの別プログ
ラムを実施）

参加者数
年３０組
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（５）基本目標５　子育てを地域で支える仕組づくりの推進

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

５－（１）　地域における子育て支援サービスの充実 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 433,887 426,872

H23 432,038

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 433,887 426,872

H23 432,038

H24

H25

H26

計

 

H22 C 9,692 9,600

H23 14,499

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

2

4

5

拡充

２５箇所

学童保育室施設整備事
業

新規

拡充

病児・病後児保育事業

１３箇所

保育課

保育課

後期計画期間の事業実績
事　　業　　名 目標 既存統計データ

3

1 学童保育事業 拡充

２，２５１人 Ａ

№

拡充

一時的（特定）保育事
業

地域子育て支援拠点事
業

保育課

所　管　課平成２３年度の方向性

保護者の就労等により、家庭が常
時留守になっている児童を、待機児
童なく安全に保育する。

教育財務課

保育課

教育財務課

病児・病後児保育として、１施設（定
員:３人）で新たに実施する予定であ
る。
【２箇所・６人】

保育園　育児相談及び園庭開放の
充実

子育て支援拠点の新規開設を実施
し、事業の拡充を図る。

6 保育所による地域子育
て支援事業

拡充

Ａ

目標事業量

５０箇所
１５０，０００

人

保護者の就労等により、放課後の家庭が常時留守になって
いる児童を、市内３２学童保育室で保育した。【１，９０６人】

年度当初入室児童数
平成１９年度　１，９０７人
平成２０年度　１，９０１人
平成２１年度　１，９４１人
平成２２年度　１，９０６人
平成２３年度　１，９０２人

唯一学校敷地外にある高階南学童
保育室を高階南小学校の敷地内に
移転する。
狭隘化、老朽化した学童保育室を
整備する。

入室児童数の増加している学童保育室を学校と検討した
上で学校余裕教室を整備し、学童保育室として利用できる
ようにした。
平成２２年度は、牛子学童保育室、高階学童保育室の２学
童を整備した。

Ｈ２２　２学童整備

地域の親子へ園行事への参加の呼びかけ。園庭開放。
育児サークル支援。
【３３箇所】

公立20園
法人13園
計33園で実施。

１３箇所・５，８７６人

子育て支援センター（公立１箇所、
法人2箇所）
つどいの広場（公立1箇所、法人6箇
所）
計10箇所で実施。

C

病児・病後児保育として、１施設で継続して事業を実施。
【１箇所・３人】

１箇所・３人

Ｂ

10箇所で平成21年度に引き続き実施。
子育て親子の交流の場の提供。育児相談。子育て講座の
開催。子育て情報の提供。
※子育て支援センター3箇所は公民館、公園等への出張支
援も行っている。
【10箇所】

Ａ

C

公立保育園５園、法人保育園８園で実施。
【１３箇所・５，８７６人】
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H22 Ｂ 12,142 11,295

H23 12,151

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

　 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

５－（２）　保育サービスの充実 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 C ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

延長保育事業

10

1

8 ショートステイ事業

拡充

2

Ｈ２２ 未実施

２箇所

子育て支援
課

保育課

保育課

保育課

情報誌や、ホームページ、メール配
信等を活用し、子育て支援サービス
のメニューや手続方法の周知を
図っていく。また、来庁されたかたに
ついては、必要とするサービスの案
内等をおこなう。

子育て支援
課

所　管　課

子育て支援
課

保護者の病気や入院、災害、事故
などにより、児童の養育が困難に
なった場合など、児童養護施設など
で一時的に児童を短期間預かる
ショートステイ事業の新たな実施に
向けて検討していく。

Ｈ２２　市内協賛店舗・施設数　５４０
箇所

Ｈ２２　メール配信サービス登録　８
００件

対象となる世帯には優待カードを漏
れなく配布し、市内の店舗・施設に
は協賛店として協力していただける
ように事業の周知を図る。

後期計画期間の事業実績

7 ファミリー・サポート・セ
ンター事業

Ｄ

目標

拡充

未実施新規

9 パパ・ママ応援ショップ
事業

新規

№ 事　　業　　名

通常保育事業 拡充

総合支援窓口 新規

目標事業量

１箇所

Ａ

中学生までの子どもまたは妊娠中の方がいる家庭を応援
するため、店舗等で割引などのサービスが受けられる応援
ショップ事業を埼玉県と共同して実施した。
市内協賛店舗・施設数　５４０箇所

市内協賛店
舗・施設数
３５０箇所

平成２３年度の方向性

公立保育所２０園、定員１，７３０人
法人保育所１３園、定員９３５人
【２，７０５人】

２，７０５人 新規保育所の開設等により定員の
拡大を図る。

平成２３年度に開設する新規保育
園でも延長保育を実施依頼し、事業
の拡充を図る。

Ａ

３，８４０人

Ａ

本庁舎に子育て情報コーナーを設置し、子育てに関する情
報を集約して市民への情報提供を推進した。
子育て支援情報のメール配信サービスを実施して、登録者
が必要とする情報を即時配信した。
市のＨＰ（子育て支援のページ）の他に、市のモバイルサイ
ト上にも子育て支援のページとして情報を集約し、携帯電
話等から子育て支援情報を確認できるようにした。
市民のニーズに応じて、必要とするサービス提供主体への
連絡等をおこなった。

４０箇所
２，０４０人

３３箇所・１，３１２人

C

既存統計データ

全２０箇所の公立保育所において、１時間（高階保育園で
は２時間）の延長保育を実施。民間保育所においては、全
１３箇所で実施。実施園については所要額を助成。
【３３箇所・１，３１２人】
※人数は民間保育所を除いたもの。

Ｂ

設置箇所数　　　　　　１箇所
依頼会員　　　　　１，１８６人
提供会員　　　　　　　４３６人
依頼提供会員　　　　　６７人
活動件数　　　　　６，８９１件

（Ｈ１７）→（Ｈ２１）
　依頼会員　５８５人→１，０６７人
　提供会員　２１４人→　　３８２人
　依頼提供会員　２５人→　　　５５人

依頼会員に対して提供会員が尐な
いため、事業内容の周知と提供会
員の増加を図る。
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 B 208,009 207,471

H23 205,000

H24

H25

H26

計

 

H22 C ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

7 法人立保育所への支援

6 公立保育所の運営方法
の検討

5

認可外保育施設への助
成制度

9

統合保育事業

家庭保育室委託事業

産休明け保育事業 拡充

拡充

4 土曜保育事業 拡充

3

拡充

拡充

保育課

保育課

保育課

保育課

統合保育の充実に努めていく。

Ｄ

平成２３年４月には、４つの認可保育所が新設され、産休明
け保育の実施園が増えることになった。このため、平成２３
年度は、公立保育園で産休明け保育を実施する必要性は
低いものと判断した。

産休明け保育を試行的に実施する
公立保育園を検討していく。

保育サービスの質の低下を招かな
い最良の運営方法等について、他
市の事例を調査・研究していく。

H２２
１３園で実施

保育課

保育課

保育課

民間保育所の運営の充実を図るため、各種事業等の実施
に係る経費を助成している。

拡充

8

拡充

保育業務を家庭保育室に委託する
にあたり、助成の充実を図る。

制度の仕組み等の検討、調査の実
施

法人立保育所の保育サービスの充
実に努める。

Ａ

Ｄ

Ｂ

平成２２年４月から、名細保育園、高階第三保育園、南古
谷第二保育園において事業を開始したことにより、公立保
育園１０園で、土曜日の一日保育を実施した。

名細第二、中央、脇田新町、高階第
二、仙波町、神明町、霞ヶ関第二、
名細、高階第三、南古谷第二保育
園の１０園で実施。

Ａ

障害児及び健常児の成長と発達を促進するため、保育所
において統合保育を実施している。

平成２２年４月時は、７３人実施。

保育ニーズの高まりにより、徐々に
実施園拡大してきたが、今年度は、
土曜保育に関するニーズを把握す
る。

近年における保育情勢、他市の民営化に係る状況等をもと
に、調査研究をしている。

障害児の保育については助成を実施
その他の助成については調査、研究を行っている。

委託施設数
市内　２１箇所
市外　１８箇所
委託児童数
市内　３，２２４人
市外　　３０９人

H２２
市内の家庭保育室２１箇所と家庭
保育委託契約を締結し、保育に欠
ける乳幼児の保育を委託している。

Ａ

C
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H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 105,000 100,750

H23 99,930

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,361 2,112

H23 2,361

H24

H25

H26

計

 

H22 C ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 C ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 3,199

H24

H25

H26

計

 

12 保育士研修 拡充

16 トワイライトステイ事業 新規

13 保育サービス評価の仕
組の導入検討

11

10

幼稚園での預かり保育
事業

認可外保育施設等の認
可化支援

継続

継続 保育課

（人数割　（１日平均人数四捨五入済）　）
1歳未満児 　480,000×1人＝480,000円
1～2歳児 　  300,000×62人＝18,600,000円
3歳以上　     170,000×361人＝61,370,000円
長期休業加算    29園×300,000＝8,700,000円
施設経費補助　  29園×400,000＝11,600,000円

事業なし

保育課

子育て支援
課

拡充

保育課

保育課

保育課

保育課施設設置に向け、相談業務を実施
する。

他市の状況を調査研究する。

Ｄ

３０人

家庭的保育事業（保育
ママ）

新規

Ｄ

15

平成２３年度から実施予定

14 認定こども園 新規

公立園及び法人園で実施ができなかった。

助成制度を設け推進を図る。

既存の家庭保育室制度との共存を
図りながら推進していく必要があ
る。

幼稚園預かり保育の推進に努め
る。

公立園についてはH18から4年連続
して実施しており、今後は法人園で
の実施が望まれる。

H18　高階保育園
H19　中央保育園
H20　仙波町保育園
H21　名細保育園

広報、ホームページなどを活用する
ことで、保護者の帰宅が遅くなるな
どの理由で当該事業のサービスを
必要とする世帯への周知を図って
いく。

Ｄ

C

５人・１箇所

Ａ

C

公立・法人・家庭保育室の保育士の
研修を実施予定。
市主催の研修会年４回
・乳幼児保育研修
・障害児保育研修
・こどもの病気予防救急法の研修
・食育に関する研修
・心とからだの発達に関する研修
・各年齢別研究会での学習会

施設設置に向けての相談業務を実施。助成制度について
研究を行っている。

公立・法人・家庭保育室の保育士の研修を実施
市主催の保育園職員研修年４回公立１，５４６人・私立　２５１人
・乳幼児保育研修　６４回　　参加者　１，０９８人
・障害児保育研修　５５回　　参加者　７９２人
・こどもの病気予防救急法の研修　５４回　　参加者　５８４人
・食育に関する研修　６６回　　参加者　４２０人
・心とからだの発達に関する研修　６５回　　参加者５５１人
・各年齢別研究会での学習会　５０回　　参加者　　８９８人　"
その他研修会　１０８回　８０７人

Ａ

Ｈ１９　２３２回　４，７９４人
Ｈ２０　２６０回　５，４９８人
Ｈ２１　３１５回　４，５７１人
H２２　４６６回　６，９４７人

補助対象園園児数
H１８　３６６人
H１９　３９６人
H２０　４０９人
H２１　４１０人
Ｈ２２　４２４人
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H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

５－（３）　子どもの健全育成の取組 (単位：千円）

平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 450 491

H23 720

H24

H25

H26

計

 

他の自治体等の条例の研究を行っ
ていく。

Ｃ

人権保育の推進を図っていく。

具体的な取り組みの骨子が未定である。

1

所　管　課

保育課

子育て支援
課

保育課

青尐年課

人権推進課

教育指導課

17

具体的な取組の骨子が未定である。
主体となる所管課が決まっておらず、会議等は開催されて
いない。

新規

継続

2 人権保育 継続

Ａ

休日保育事業

№ 事　　業　　名 目標

子どもに関する条例又
は宣言等

他の自治体の研究を行い、関係課
で子ども条例における今後の方向
性について、協議していく。

近隣市の実施状況・保育料等について調査するとともに、
実施について検討している。

川越市人権保育推進委員会に対する助成を行うとともに、
保育所において人権保育を推進している。

平成２３年度の方向性

具体的な取組の骨子が未定であ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　主体と
なる所管課が決まっておらず、会議
等は開催されていない。

数年内の実施に向け、検討・調整を
図っていく。

１８０人・３箇
所

目標事業量

Ｃ

Ｃ

具体的な取り組みの骨子が未定である。 他の自治体の研究を行い、関係課
で子ども条例における今後の方向
性について、協議していく。

後期計画期間の事業実績

Ｄ

既存統計データ

Ｃ

公立保育園２０園で実施。

他の自治体の子ども条例の研究を行う。
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H22 Ａ 5,595,364 5,581,439

H23 7,852,950

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 485,995 481,084

H23 528,346

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｃ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｄ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 38,122 23,497

H23 9,902

H24

H25

H26

計

 

新たな公共施設の整備に合わせ、複合施設として児童館
機能の導入について検討した。

引き続き、新たな公共施設の整備
に合わせ、複合施設として児童館
機能の導入について検討する。

Ａ

Ｄ

Ｈ22　総支給額　5,581,439,000円
　　　　延児童数　429,343人

Ｃ

直近では、平成20年5月に高階市
民センター内に高階児童館がオー
プンした。

児童遊園 継続

継続

児童館 継続

9

健康づくり支
援課

スポーツ振
興課
（旧　市民ス
ポーツ課）

引き続き、適切に子ども手当の支
給、管理を行っていく。年度内に制
度改正が予定されているため、移
行事務を速やかに行っていく。

青尐年課

保健推進員に対して、市の母子保
健事業の情報提供を実施していく。

子育て支援
課

国庫補助対象者については、国庫
補助増額とともに、単価を増額。
国庫補助対象外の方についても、
継続して市単独での補助を実施。

3 子ども手当 新規

Ａ

4 幼稚園就園奨励費 拡充

スポーツ振
興課
（旧　市民ス
ポーツ課）

5

教育財務課国庫補助対象者の他、国庫補助対象外の方についても継
続して市単独での補助を実施している。

スポーツ尐年団
（２－（３）－６の再掲）

継続継続

6 学校体育施設開放事業
（２－（３）－７の再掲）

継続

Ａ

学校開放委員会を中心に小学校３２校、中学校２０校で体
育施設開放を実施した。多くの地域住民がスポーツ・レクリ
エーション活動を楽しむことができた。体育館等の耐震工事
のため、利用日数が昨年度より減尐してしまう学校施設が
いくつかあった。この他、霞ヶ関北小のプール開放（６～９
月）、山田小・南古谷小の学校プール開放（７～８月）を行っ
た。学校体育施設開放参加者数３９６，７２８名。霞ヶ関北小
プール開放参加者数４，２７９名。山田小・南古谷小プール
開放参加者数１１１名。

学校体育施設開放参加者数
396,728名。
霞ヶ関北小プール開放参加者数
4,279名。
山田小・南古谷小プール開放参加
者数112名。

7 地域組織活動への研修

青尐年課8

市内１６７箇所の児童遊園について、平成２１年度に実施し
た安全点検等に基づき、遊具の修繕を行う。
　・遊具の修繕等　　延べ８１箇所

遊具の安全性確保に更に努める。

継続

法律に基づき、適切に子ども手当の支給、管理を行った。
総支給額　5,581,439,000円
延児童数　429,343人

保健推進員に対して、市の母子保健事業の情報提供を実
施予定であったが、事業との調整ができず未実施。

体力テスト会1,146名
体育祭1,387名
新春マラソン1,060名

Ａ

Ａ

体育祭等における団交流、指導者や母集団を対象とした研
修会の実施等を通してその資質能力の向上を図った。ま
た、体力テスト会（参加者１，１４６名）、体育祭（参加者１，３
８７名）、新春マラソン（参加者１，０５９名）を開催し、子供た
ち個々の体力向上を図ることができた。

平成22年度予算額485,995円
平成22年度支給対象園児数6,140
人
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H22 Ａ 48,075 39,242

H23 44,368

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 15,936 9,743

H23 17,336

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 15,938 13,874

H23 19,428

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 3,016 2,982

H23 3,016

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 407 269

H23 384

H24

H25

H26

計

 

青尐年健全育成並びに子育て支援
に係る各種サービスの提供に努め
る。

開館日数　３０８日
利用者　５４，７６１人
【内訳】個人利用４３，６５６人、団体利用１９人、集団指導
１１，０８６人
　【実施事業及び参加者数】・乳幼児と保護者対象　１４４回
９，１０３人　・学童対象　１４回　１１０人　　・児童対象　３７
０回　１，８７３人

平成２１年度
開館日数　３０７日
利用者数　４８，７８６人

児童館機能の整備

（児童センター子どもの
城）

継続

10 拡充

青尐年課

児童館機能の整備

（川越駅東口児童館）

児童館機能の整備

（高階児童館）

引き続き、市民会議会員である６３
機関・団体の連携の下、市民総ぐる
みの青尐年健全育成の推進を図っ
ていく。

12

平成２１年度
開館日数　３０７日
利用者数　５１，６６６人

青尐年団体の自主活動を推進するため、補助金を交付し、
活動の充実を図る。
【補助金交付対象団体】
・川越市青尐年相談員協議会
・ボーイスカウト西部初雁地区川越協議会
・ガールスカウト川越地区協議会
・川越市吹奏楽団
・川越市尐年の船・翼修了者の会

Ａ

開館日数３０７日
利用者数４６，５７１人
【内訳】個人利用３６，５８７人、団体利用２５人、集団指導
９，９５９人
【実施事業及び参加者数】乳幼児と保護者対象１７０回８，
６６３人、学童対象１０３回６９５人、児童対象１５回６０１人

青尐年健全育成活動が、市民総ぐるみで推進されるよう、
関係機関・団体と協働して各種事業を実施する。
・地区会議活動費助成　２２地区
・モデル地区補助事業　　６地区
・青年海外協力隊激励　　１名
・青尐年健全育成市民大会参加者　４４８名

Ａ

Ａ

Ａ

青尐年団体

青尐年課

青尐年課

青尐年健全育成並びに子育て支援
に係る各種サービスの提供に努め
る。

平成２１年度
開館日数３０９日
利用者数４７，０６３人

青尐年健全育成並びに子育て支援
に係る各種サービスの提供に努め
る。

引き続き、青尐年団体の自主活動
を推進するため、補助金を交付し、
活動の充実を図っていく。

開館日数　３０８日
利用者数　５２，４１８人
【内訳】
　個人利用　２８，１９７人、団体利用　５３５人
　集団指導　１０，２４４人、クラブ活動　２，１７７人
　体力増進　６，３８１人、プラネタリウム　４，７７１人
　天体観測　１１３人
【実施事業及び参加者数】
乳幼児親子活動　　　２００回　７，５７７人
学童自由参加活動　　１７５回　２，５０４人
学童登録参加活動　　５回　１６３人
学童クラブ活動　　　　５９回　８５６人
乳幼児クラブ活動　　２９回　１３２１人
体力増進活動　　　　３２５回　６，３８１人

青尐年市民会議11 継続

Ａ
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H22 Ａ 350 350

H23 350

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 3,510 2,706

H23 3,310

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 8,916 7,940

H23 8,972

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 5,349 4,727

H23 5,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 566 362

H23 1,570

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

研修生４４名

学習支援や体験活動、人間関係づ
くりなどを通して、児童生徒一人一
人のよりよい成長と自立を促し、学
校復帰を目指すための支援を行っ
ていく。

青尐年を育てる市民会議の構成員である地区会議のうち、
子ども１１０番の家を実施している地区会議に対して、運営
に係る経費を対象に補助金を交付した。

・子ども１１０番の家実施地区会議数　１６地区会議
（うち、１１地区会議から請求があり交付した。）

中央図書館

拡充

４か月児健診会場等で、親子のふれあいについてのメッ
セージを伝えながら、保護者とあかちゃんに絵本を渡した。
４４回実施し、２，６０１組が参加した。

事業に携わった人数１５，４０９人（前年比１３８．８％）
各地区の事業合計数２０３（前年比１１４．０％）
サポート委員の合計数５６９人（前年比１０３．１％）
学校応援団活動の合計数１３８（前年比１２９．０％）
市内１４地区に分かれ、各地区での事業が活発に行われ
た。

19 いないいないばあのお
はなし会

子ども１１０番の家事業の実施によ
り、子どもたちにとって安全で安心
な環境づくりを図っていく。

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

青尐年課

青尐年課

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

それぞれの地域の特色を生かした
事業が活発に展開されているなか
で、取組の地域差が広がらないよう
に情報交換・合同事業・人材派遣等
を行っていくことが課題である。

引き続き、次代を担う青尐年の健全
育成を図るため、第１０回川越市尐
年の翼事業を実施する。

18

14 青尐年の体験活動事業

16

13 「子ども１１０番の家」

適応指導教室
（２－（２）－６の再掲）

継続

事業に携
わった人数
１０，０００人

中央図書館

15 非行防止活動 継続

Ａ

川越市尐年指導センターで行う街頭補導活動及び相談業
務等を通じて、問題行動等の早期発見・早期指導により、
青尐年の非行防止、犯罪の被害防止に努めた。
・街頭補導回数　　682回
・延べ補導員数　3,022人
・声かけ数　　　　3,005回
・相談件数　　延べ101件（メール相談含む）

平成21年度実績値
・街頭補導回数　　673回
・延べ補導員数　3,057人
・声かけ数　　　　3,437回
・相談件数　　　延べ39件（メール相
談含む）

ブックスタート事業 継続

17 地域子どもサポート推
進事業（学校応援団推
進事業・学校支援地域
本部事業を含む）

継続

継続

Ａ

Ａ

０歳から１歳の乳児と保護者を対象に、読み聞かせと手遊
びを行った。
４館合わせて９回実施し、２，０６２組が参加した。

Ａ

Ａ

Ａ

次代を担う青尐年の健全育成を図るため、第９回川越市尐
年の翼事業を実施した。
【事業概要】
・事前研修３回
・本研修（４泊５日、北海道河西郡中札内村　他）
・研修生（市内中学生４４名）

継続

Ａ

引き続き、川越市尐年指導センター
で行う街頭補導活動及び相談業務
等を通じて、問題行動等の早期発
見・早期指導により、青尐年の非行
防止、犯罪の被害防止に努めてい
く。

青尐年課

引き続き、小さい時から本に親しむ
環境を提供できるよう、事業を進め
ていく。

引き続き、親子が絵本を通じてふれ
あいの時間を持つことができるよ
う、事業を進めていく。

教育センター分室（リベーラ）において、不登校児童生徒へ
の学校復帰を目指すための学習支援や体験活動等を実施
した。
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H22 Ａ 170 114

H23 120

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 488 220

H23 488

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 13,148 12,819

H23 13,148

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

５－（４）　体験活動・交流の促進 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 90 82

H23 90

H24

H25

H26

計

 

既存統計データ

Ⅰ期　１８名　２２校配置
Ⅱ期　１８名　２６校配置
Ⅲ期　１８名　３２校配置

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

継続

１５０日
５４名

所　管　課平成２３年度の方向性

学校における生徒指導上の諸課題に対応するために、小
中学校にスクールボランチを配置し、生徒指導体制の充実
と児童生徒一人一人への適切な指導に努めた。のべ５４名
のスクールボランチを一人当たり年間約１５０日配置し、諸
課題の解決に取り組んだ。

福祉推進課

年４回実施

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

20

№

1 川越ＰＴＡ連合会活動 継続

Ａ

22

Ａ

21

教育指導課

Ａ

PTAの主体性を維持するため、積
極的な情報提供・適切な講座等の
運営に努める。
また、家庭教育の充実のため、新た
な催しだけでなく既存の催しに対し
ても工夫を重ね、効果的な学習とな
るよう取り組んでいく。

後期計画期間の事業実績
目標

継続

民生委員・児童委員研修
・中堅民生委員・児童委員研修　85
人
・現任主任児童委員研修　20人
・新任主任児童委員研修　25人
・新任民生委員児童委員研修　355
人

民生委員・児童委員研修
・中堅民生委員・児童委員研修
・現任主任児童委員研修
・新任主任児童委員研修
・新任民生委員児童委員研修
民生委員児童委員研修を実施し、子どもに関する様々な問
題に対応できるよう努めた。

新規

事　　業　　名

スチューデントサポー
ター派遣事業

民生委員・児童委員研
修会

スクールボランチ（生徒
指導推進委員）の配置

目標事業量

大学で心理を学ぶ学生による不登校児童生徒への支援と
して、学校訪問や家庭訪問、教育センター分室（リベーラ）
における会話や学習支援により、児童生徒の悩みや不安
の解消を図り、不登校の予防、解消に向けた支援を行っ
た。

PTA運営講座（６回）
※うち１回は家庭教育学級運営講
座として実施。

スチューデント・サポーターの活動
時間や支援の方法について、さらに
調整を図り、支援の回数を含めて活
動の充実を図っていく。

小中連携による指導主事訪問等を
通して学校の現状把握に努め、効
果的なスクールボランチの配置に
努めたい。また、スクールボランチ
の資質向上と効果的な活用を図っ
ていく。

民生委員・児童委員研修
・中堅民生委員・児童委員研修
・現任主任児童委員研修
・新任主任児童委員研修
・新任民生委員児童委員研修
民生委員児童委員研修を実施し、
子どもに関する様々な問題に対応
できるよう努める。

Ａ

市内各小中学校PTAの常置委員会向けにPTA運営講座を
開設。PTA活動の推進に努めた。
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 
H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 
H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 333 333

H23 333

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 990 1,800

H23 825

H24

H25

H26

計

 

広報誌の発行を通して、子ども会活動を広く理解・周知させ
ることができた。また、市かるた大会や棚倉町交流事業を
実施し、子ども会活動の活発化が図られ、青尐年健全育成
の一助がなされた。

学校管理課

教育指導課

平成２３年度は市民活動団体との
協働委託事業として中学校１０校で
実施予定

中心課の事業実施状況を見なが
ら、必要に応じて協力を検討してい
く。

中心課の事業実施状況を見なが
ら、必要に応じて協力を検討してい
く。

地域教育支
援課
（旧　生涯学
習課）

交流活動を実施し、心身の豊かな
育成を図る

保育課

川越市内の子ども会育成団体の自
主性を尊重しつつ、相互の連絡調
整を積極的に図るとともに、子ども
会育成会活動の向上と発展に資す
るため、既存事業の更なる充実を
目指していく。

中央公民館

青尐年課

子育て支援
課

健康づくり支
援課

１０校

Ａ

事業の実施について、どのような方法があるか、関係各課
と検討した。

子育て支援課が主体となって実施した事業について、中学
校との調整を行った。

Ｂ

中学生を対象に「命の力」「命のつながり」を話し伝えること
で、自己肯定感を高め、自己と他者を大切に思う心を養
い、実際の乳幼児やその親とふれあうことで、自分がうまれ
てきたことに喜びを感じてもらうことを目的として、市民活動
団体と提案型協働補助事業で講座を実施した。

Ｈ２２：市内中学校７校で実施
※提案型協働補助事業のため、市
民活動支援課の予算で実施

子育て支援課が主体となって実施した事業について、赤
ちゃんボランティア募集の周知を行った。

事業の実施について、どのような方法があるか、関係各課
と検討した。

中学生社会体験事業公立保育園受け入れ実績
　１５校　１８回　受け入れ生徒数　５５１名
保育園訪問交流会
１校　２回　８０名

道徳、学級活動、総合的な学習の
時間、中学校部活動等において多
様な学習機会を提供するため、地
域の人材を積極的に活用し、特色
ある学校づくりを推進していく。

実施率
１７年度･･･９２％
１８年度･･･１００％
１９年度･･･９９％
２０年度･･･９９％
２１年度･･･１３０％
２２年度･･･１３６％

H22　社会体験事業受け入れ　１５
校

4

子育て体験学習
（１－（３）－３の再掲）

2

3 川越市子ども会育成団
体連絡協議会活動

継続

拡充

地域人材活用事業 継続

各校８回

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

子育て支援課が主体となって行う事
業について、学校との調整等を行
う。

広報誌「ひろば」発行（4回）
平成22年度川越市かるた大会（1
回）
平成22年度棚倉町・川越市交流事
業（訪問・受入各1回）

関係機関と検討する。

特色ある学校づくりを推進していくため、指導体制を整え、
地域人材を活用し、多様な教育活動や体験活動が展開で
きるようになった。
実施予定数･･･４４０
実施数･･･６００
実施率･･･１３６％
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 8,328 8,328

H23 8,185

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,161 2,161

H23 1,985

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

高齢者いき
がい課

中央公民館

博物館

博物館

年２１回

年２回

Ａ

引き続き、利用者に小学生との交
流を楽しんでもらうとともに、高齢者
とふれあう機会が尐なくなっている
子どもたちに交流の場を提供してい
く。

年２回

7

11

5 中学生社会体験事業
（２－（１）－２の再掲）

継続

夏休み子ども体験
（２－（２）－１６の再掲）

10

9 子ども博物館教室
（２－（２）－１５の再掲）

土曜子ども体験
（２－（２）－１４の再掲）

8 継続

体験学習（小学生対
象）

継続

拡充

6

昔の遊び
（２－（２）－１７の再掲）

継続

継続

継続

年２２回

実施率
100% Ａ

生きがい活動支援通所
事業

各クラス年１
回ずつの交

流会
Ａ

１２講座

年３回

Ａ

博物館

Ａ

・参加生徒数　２，８２５名
・協力事業所　のべ７７１事業所

年３回

教育指導課

今後も、夏季休業日を利用して博物
館に来館し、興味を持って取り組め
る内容を実施していく。

博物館

Ａ

Ａ

年３回

講座数　１２講座４２回
参加人数　　１，８２４人

今後も、昔のいろいろな遊びを体験
することを通して、当時の人々のくら
しや文化に親しむことを目的にプロ
グラムを組み、指導者として、市民
ボランティアの協力を得て実施して
いく。

体験活動や多くの人とのふれあい
を通して、勤労観や社会性、自立心
を養い、豊かに生きる力を育む。

今後も、プログラムを見直し、より
ニーズに合った内容を考えて実施し
ていきたい。また、土曜日だけでなく
日曜日の開催も行っていく。

・交流会　各クラス１回
・卒業式後、利用者による卒業生の
見送り

体験活動や多くの人とのふれあいを通して、勤労観や社会
性、自立心を養い、豊かに生きる力を育むことができた。

霞ヶ関東小学校の空き教室を利用したデイサービスセン
ターを在校生が訪れ、利用者の高齢者と交流を図った。利
用者は小学生の劇や発表（歌・手品・体操など）を喜び、小
学生も昔遊び・かるた・トランプを利用者と一緒に楽しんだ。
また、授業の一環で、戦争等の体験談を聞きに来るクラス
もあった。

子どもに博物館に親しんでもらうとともに、身近な川越の歴
史や文化財への理解や関心を深めるための学習に取り組
んだ。内容としては、はにわ作り、骨角器作り、昔の織物体
験を行った。３回実施

昔のいろいろな遊びを体験することを通して、当時の人々
のくらしや文化に親しむことを目的にベーゴマ回しや割り箸
鉄砲等の体験を行った。２回実施

年３回

１日かけてじっくり取り組めるプログ
ラムとし、今後も川越の歴史、民
俗、文化財等にかかわる内容で、
毎年数種類更新して実施していく。

学校週５日制対応事業として、子どもに豊かな体験の場を
提供するため、藍染めや鎧の着装、お正月飾りの作製等の
体験を行った。毎月第二・三土曜日（８月を除く）を中心に実
施した。２２年度は、本丸御殿竣工等のため、１回減の２１
回実施

公民館の重点事業として、２３年度
も体験事業を展開させる。

子どもたちの「生きる力」を育むことを目的とした事業を展
開した。わくわくキッズファーム・小畔川自然探検隊・合宿通
学など。

夏季休業日を活用して学校教育と連動した学習の場とし
て、うちわ作り、ミニ縄文土器作り、隣の町の博物館見学ツ
アーを行った。３回実施
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H22 Ａ 3,100 2,903

H23 3,000

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

５－（５）　地域における子育て支援のネットワークづくり (単位：千円）

平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

保育課

健康づくり支
援課

保育課

年間派遣件
数

１件

講座開催回数７回４０６人

年間派遣件数

平成22年度　　1件

子育て支援センター（公立１箇所、
法人2箇所）
つどいの広場（公立1箇所、法人6箇
所）
計10箇所で実施。

公民館等で活動する子育てサークルからの依頼により、出
前講座を実施。

A

保護者同士の交流やリトミック（英語と音楽を楽しむ）など
で、継続的に活動する団体が多数ある。

Ａ

Ｂ

Ａ

２５箇所

中央公民館地域の子育て支援の拠点として、積
極的に施設提供をしていきたい。

12

子育てサークルへの施
設提供

継続

地域子育て支援拠点事
業
（５－（１）－５の再掲）

保育所による地域子育
て支援事業
（５－（１）－６の再掲）

1

随時

3

2

№

4

事　　業　　名

海外姉妹都市交流事業

目標

拡充

Ａ

継続

保育課

文化振興課
（旧　国際交
流課）

所　管　課目標事業量

年々、子育てサークルが減尐してい
る中、活動しているサークルに出張
支援を行うことで、各家庭の育児不
安の解消や育児力の向上を図る。

ドイツ・オッフェンバッハ市に中学生交流団を派遣した。
期間　8月20日～8月26日
参加者　市内中学3年生22名、引率3名

平成２３年度の方向性

10箇所で平成21年度に引き続き実施。
子育て親子の交流の場の提供。育児相談。子育て講座の
開催。子育て情報の提供。
※子育て支援センター3箇所は公民館、公園等への出張支
援も行っている。
【10箇所】

引き続き、海外姉妹都市へ市内中
学校代表22名を派遣する。
平成23年度派遣先
アメリカ・セーレム市

公民館等で活動する子育てサーク
ルからの依頼により、出前講座を実
施。

既存統計データ

子育てサークルへの出
前講座

拡充

拡充 公立20園
法人13園
計33園で実施。

Ａ

公民館、自治会館等で自主的に活動する子育てサークル
からの育児相談、子育て講座等の依頼により、保育士が出
向き協力する。
サークル支援　52回

地域の親子へ園行事への参加の呼びかけ。園庭開放。
育児サークル支援。
【３３箇所】

サークル支援　52回　1,278人

新規開設園に事業実施を依頼し事
業の拡充を図る。

子育て支援拠点の新規開設を実施
し、事業の拡充を図る。

利用団体回数（全公民館）３２８１回
（述べ）
利用人数（全公民館）６８２１０人（述
べ）

後期計画期間の事業実績
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H22 Ａ 2,724 2,724

H23 2,724

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 77 77

H23 50

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

中央公民館

要保護児童対策地域協議会の実務者会議を子育て支援
ネットワークとして位置付け、子育て支援に関して連携を
図った。
９回

回数　４回
参加者数　５６人（述べ）

Ｈ２２　実務者会議　９回 子育て支援
課

中央公民館講座数や回数を増やすなど今後と
も継続的に事業を展開していく。

継続

子育てサロン事業 継続

6 子育てサポーター養成
講座

7

5

１９サロン

子育てネットワーク事業 拡充

１講座 A

引き続き、前年度と同数程度の会
議を開催し、子育て支援体制の連
携を図る。

子育ての考え方や、託児の実践方法などを学び、各公民館
の子育てサロンや子育てに関する相談事業を受ける人材
を育てる。

A

各公民館とも月１～３回の開催で、毎回参加者が多く、保護
者同士の交流および子育て相談の場として貴重な事業と
なっている。

事業回数（全公民館）３３１回
参加者数（全公民館）１３１７４人（述
べ）

２３年度も企画し、実施予定である。
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H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ｂ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

子育て支援情報のメール配信サー
ビスを月１回程度発信

青尐年課子育て支援プロジェクトチームにて
関係機関との連絡調整を図る。

子育て支援プロジェクトチームにて、関係機関との連絡調
整を図った。

プロジェクトチームで検討したメール配信については、児童
館情報を定期的に配信した。

年間１２回

Ｈ２２　開催数　１回 子育て支援
課

Ｂ

子育て支援プロジェクト
チームの設置

新規

Ｂ

子育て支援事業の効果的な推進を図るため、子育て体験
学習事業、メール配信サービス、モバイルサイト、子育て情
報誌について協議した。
検討した結果、子育て体験学習事業を９月～１１月にかけ
て実施し、メール配信サービス及びモバイルサイトの子育
て支援ページの開設をＨ２３．１から実施した。

子育て支援プロジェクトチームにて
関係機関との連絡調整を図る。

Ａ

回数　１回

健康づくり支
援課

保育課

今後とも各関係機関との連絡調整
の場としたい。

子育て支援に係る施策等で検討が
必要な事項については、随時、当プ
ロジェクトチームを開催して協議して
いく。
Ｈ２３は子育て情報誌、子育て体験
学習について協議する。

教育指導課

中央公民館

8

Ａ

Ａ

プロジェクトチームの設置、開催を行い保護者のニーズ等
により現状の問題点について検討を行い、子育て支援情報
のメール配信サービスを実施。子育て支援センターからの
情報提供をした。

Ｂ

子育て支援プロジェクトチームにて関係機関との連絡調整
を図った。

関係機関と連携を図り、市として子育て事業の方向性を検
討した。

プロジェクトにて子育て情報誌等の
充実に向け検討を行う

子育て支援に係る施策等で検討が
必要な事項については、随時、当プ
ロジェクトチームを開催して協議して
いく。

子育て支援プロジェクトチームにて関係機関との連絡調整
を図った。
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【網 掛 け】　 重点施策

 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

５－（６）　子育て情報提供の充実 (単位：千円）
平成２２年度末

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 300 300

H23 300

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

2 育児サークル支援 拡充

1 本庁舎に子育て情報コーナーを設置し、子育てに関する情
報を集約して市民への情報提供を推進した。
子育て支援情報のメール配信サービスを実施して、登録者
が必要とする情報を即時配信した。
市のＨＰ（子育て支援のページ）の他に、市のモバイルサイ
ト上にも子育て支援のページとして情報を集約し、携帯電
話等から子育て支援情報を確認できるようにした。
公民館の講座で作成している、子育て情報誌「こえどちゃ
ん」の印刷・製本を行い、必要となる方に配布して情報提供
の推進を図った。

育児情報発信活動 拡充

Ａ

公民館等で活動する子育てサークルからの依頼により、出
前講座を実施。

講座開催回数７回４０６人

Ａ

公民館等で活動する子育てサーク
ルからの依頼により、出前講座を実
施。

川越子育て情報誌をより充実させる
為、子育て支援プロジェクトで見直
しを図る。
子育て情報紙、講座情報等の提供

子育て支援
課

健康づくり支
援課

既存統計データ№ 事　　業　　名 目標

Ａ

保育課

保育課川越子育て情報誌　2,800部作成。
子育て情報紙　年12回　1,300部発
行。

川越子育て情報誌「子育てわくわく」を2,800部作成し、母子
手帳と配布。毎月、子育て情報紙を1,300部発行し、公民館
等へ配布した。講座情報も広報への掲載、チラシ配布を行
うことで、定期的な情報提供に努めた。
平成23年1月より、従来の子育て情報誌、子育て情報紙、
施設一覧のホームージ掲載に加え、携帯への配信サービ
ス、モバイルサイト掲載も実施し、より幅広い情報提供を
行った。

Ｈ２２　メール配信サービス登録　８
００件
情報誌「こえどちゃん」　3,000冊製
本

健康づくり支
援課

広報、ホームページの活用、乳幼児
健診や相談、訪問指導等の事業に
おいて情報提供を行うとともに、子
育て情報誌に母子保健情報のコー
ナーを設けてもらい、情報を発信し
た。

目標事業量
後期計画期間の事業実績

所　管　課

育児サークル支援　52回、サークル交流会　1回
子育て情報紙にサークル紹介を掲載。サークル交流会を開
催し、サークル間の交流を支援した。また、サークル状況調
査を実施し、育児サークルの状況把握と支援センターの支
援内容の情報提供に努めた。
内容～手遊び、親子遊び、製作、ミニ勉強会等

育児サークル支援　52回、1,278人
サークル交流会　1回、12サークル

Ａ

Ａ

年々、育児サークルが減尐している
中、活動しているサークルに出張支
援を行うことで、各家庭の育児不安
の解消や育児力の向上を図る。

広報、ホームページの活用、乳幼児健診や相談、訪問指導
等の事業において情報提供を行うとともに、子育て情報誌
に母子保健情報のコーナーを設けてもらい、情報を発信し
た。

平成２３年度の方向性

情報誌や、ホームページ、メール配
信等を活用し、子育て支援サービス
のメニューや手続方法の周知を
図っていく。
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H22 Ａ 226 95

H23 105

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 95 95

H23 95

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 125 125

H23 125

H24

H25

H26

計

 

Ａ

Ｈ２２  情報誌「こえどちゃん」　3,000
冊製本

Ａ

子育て情報誌に母子保健情報のコーナーを設けてもらい、
事業の情報提供を図った。新生児訪問、こんにちは赤ちゃ
ん訪問時に配布した。

公民館の講座で作成した原版から、印刷・製本を行い、必
要となる方に配布して情報提供の推進を図った。

中央公民館

健康づくり支
援課

情報誌配付数　2,876冊 製本数を増やして、母子手帳交付
時、未就学児世帯の転入時に配布
する。

子育て支援
課

年間発行部
数

６，０００部

3 市民との協働による子
育て情報誌

新規

Ａ

子育て中の保護者が受講生と編集者として活動し、こえど
ちゃんという名前で各公共機関にて配布している。

配布数　6,000部 平成23年度も同様に継続実施し、
発行していく。

製本数を増やして、母子手帳交付
時、未就学児世帯の転入時に配布
する。
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（６）基本目標６　要支援児童へのきめ細かな取組の推進

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

６－（１）　児童虐待防止対策の充実 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 4,961 4,948

H23 7,307

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 570 449

H23 670

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 288 288

H23 288

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 60 60

H23 60

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 11,111 9,758

H23 10,821

H24

H25

H26

計

 

健康づくり支
援課

6 こんにちは赤ちゃん事
業

新規

訪問率（産
婦・新生児訪
問指導を含

む）
１００％

健康づくり支
援課

5 保健師による訪問指導 拡充 健康づくり支
援課

4 ふれあい親子支援事業 継続 コアラの会を開催し、育児不安の解
消に努める。

児童虐待予防のため、訪問による
支援が必要な母子に対し、保健婦
等による訪問指導を実施する。ま
た、事例検討会を実施し要支援者
への関わりの学び支援に生かして
いく。

子育て支援
課

3 要保護児童対策地域協
議会

拡充

Ａ

要保護児童の早期発見や適切な支援を図るため、当協議
会において関係機関が情報や考え方を共有し、適切な連
携ができるよう協議した。
代表者会議　1回
実務者会議　9回

Ｈ２２　代表者会議１回　実務者会
議９回

子育て支援
課

2 家庭児童相談

所　管　課

1 養育支援訪問事業 拡充

Ａ

「こんにちは赤ちゃん事業」や関係機関等からの情報収集
等により把握した養育支援が必要であると認めた家庭に対
し、育児・家事の援助又は育児支援に関する技術的援助を
専門の相談員等が訪問により実施する。

子育て支援
課

№ 平成２３年度の方向性

前年度と同数の会議を実施する。
出生後早期の相談支援を行うととも
に、ニーズの把握に努める。
相談員を１名増員し、体制の充実を
図る。

事　　業　　名 目標 既存統計データ
後期計画期間の事業実績

拡充

目標事業量

Ｈ２２　ケース報告会議　１２回
　　　　訪問ケース数　１０件
　　　　延べ訪問件数　２３件

Ａ

子どもの発達に関すること、学校生活（幼稚園、保育園等も
含む）、家族関係などの相談に応じた。
相談件数　３，８８７件

Ｈ２２　相談件数　３，８８７件

435件

12回53組

Ａ

児童虐待予防のため、訪問による支援が必要な母子に対
し、保健婦等による訪問指導を実施した。また、要支援者
への関わりの学びを深めるため、講師を招いての事例検討
会を実施した。

訪問件数２，３９５件

Ａ

コアラの会（育児不安が強く、支援が必要な保護者のグ
ループミーティング）を開催し、育児不安の解消に努めた。

Ａ

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援と
情報提供を行った。

引き続き、子どもの発達に関するこ
と、学校生活、家族関係などの相談
に応じていく。家庭児童相談員を１
名増員し体制の充実を図る。

引き続き、前年度と同数程度の会
議を開催するとともに、効率的かつ
効果的な会議を目指す。

生後４か月までの乳児のいる家庭
を訪問し、子育て支援と情報提供を
行う。
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

６－（２）　ひとり親家庭等の自立支援の推進 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 6,894 6,894

H23 6,872

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 125 11

H23 92

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 89,000 83,873

H23 84,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,013,787 1,013,787

H23 1,052,283

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,856 2,516

H23 2,856

H24

H25

H26

計

 

既存統計データ
後期計画期間の事業実績

平成２３年度の方向性

母子自立支援員がひとり親家庭の親などの様々な悩みや
社会生活全般についての相談に応じた。
母子家庭相談　6,075件
父子家庭相談　　　53件

Ｈ２２　総支給額　1,013,786,506円
　　　　受給資格者　2,683人（H22年
度末現在）

5 Ｈ２２　総支給額　2,516,000円
        受給資格者　17人（H22年度
末現在）

子育て支援
課

川越市遺児手当 継続

子育て支援
課

子育て支援
課

母子家庭の母が出産に伴い、一時的に生活困難になった
家庭に対して、支援員を派遣した。
派遣世帯　１世帯（延べ７時間）

Ｈ２２　派遣世帯　１世帯（延べ７時
間）

4 児童扶養手当 継続

Ａ

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭
の生活の安定と自立の促進を図るため、当該児童を養育し
ている者に児童扶養手当を支給した。
総支給額　1,013,786,506円
受給資格者　2,683人（H22年度末現在）

2

子育て支援
課

拡充

Ａ

母子家庭等日常生活支
援事業

子育て支援
課

7 周産期からの虐待予防
強化事業

新規 健康づくり支
援課

高度専門医療機関と連携し、周産
期の段階から支援が必要とされる
家庭と積極的に把握し、訪問等を行
い支援し、早期に育児不安の解消
を図った。

事　　業　　名

Ａ

高度専門医療機関と連携し、周産期の段階から支援が必
要とされる家庭と積極的に把握し、訪問等を行い支援し、
早期に育児不安の解消を図った。

目標

母子家庭の母及び寡婦の経済的自立を図り、併せてその
児童の福祉の推進を図るため、必要な資金を貸し付けた。
母子　162件  82,961,500円
寡婦　 　1件　　　636,000円
また、貸し付けた資金の償還も行った。

Ｈ２２　母子　162件  82,961,500円
　　　　寡婦　 　1件　　　636,000円

所　管　課№

引き続き、ひとり親家庭の様々な相
談に応じる体制を整え、当該家庭の
自立と福祉の推進を図る。

引き続き、支援が必要な家庭に支
援員を派遣し、当該家庭の自立と
福祉の増進を図るとともに、ニーズ
の把握と制度の周知を図る。

引き続き、母子家庭の母及び寡婦
の自立とその児童の福祉を増進す
るため、必要な資金を貸し付けると
ともに、資金の償還も行っていく。

1 ひとり親家庭相談

継続

Ａ

拡充

Ａ

3 母子寡婦福祉資金

引き続き、適切に児童扶養手当の
支給、管理を行っていく。

引き続き、適切に遺児手当の支給、
管理を行っていく。

目標事業量

Ｈ２２　母子家庭相談　6,075件
　　　　父子家庭相談　　　53件

情報提供件数　６７件

Ａ

遺児の健全な育成を図るため、当該遺児の保護者に遺児
手当を支給した。
総支給額　2,516,000円
受給資格者　17人（H22年度末現在）
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H22 Ａ 7,288 4,947

H23 4,045

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 68,151 65,537

H23 70,131

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 196 165

H23 213

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 223 168

H23 231

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 31,191 30,675

H23 58,849

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,152 1,136

H23 1,152

H24

H25

H26

計

 

・カウンセリングルーム　67件 H22 Ａ 2,274 2,373

・女性相談　　　　　　　　256件 H23 2,799

H24

H25

H26

計

 

H２２　４回　　延べ６５人

女性の抱えるさまざまな問題、性別による差別的扱い等に
関する相談に対し、問題を解決するための助言、関係機関
の紹介等を行った。

Ｈ２２　プログラム策定件数　39件

入所世帯数
Ｈ２２　７０世帯（人数２２５人）

8 母子家庭等就業・自立
支援センター事業

新規

Ａ

12 女性のための相談事業 継続

9 ひとり親家庭生活支援
事業

新規 母子家庭の母などの情報交換の場であるシングルマザー
交流会を開催した。
全４回　　延べ６５人（母子）

関係各課と連携を図り、今後も相談
体制を充実していく。

子育て支援
課

子育て支援
課

H２２　高等技能：20件（延べ236月）
　　　　教育訓練：4件

Ａ

児童扶養手当受給者を対象に、自立を促進するための自
立支援プログラムを策定し、きめ細やかで継続的な就労支
援を行った。
プログラム策定件数　３９件

Ａ

医療助成課

延べ利用者数
300人／年

引き続き、託児付き講座等の開催、
就労相談の実施により、就労面から
母子家庭の自立を支援していく。

男女共同参
画課

子育て支援
課

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援し、福祉の増進
を図るためにひとり親家庭等に医療費の一部を支給する。
支給件数　   　　25,077件
支給額　　　64,632,117円

支給件数
Ｈ１７　15,828件
Ｈ１８　19,162件
Ｈ１９　21,649件
Ｈ２０　23,567件
Ｈ２１　25,242件

プログラム策
定件数

４０件／年
Ａ

子育て支援
課

引き続き入所の母子の保護、指導
を行うとともに、退所した母子への
支援を行っていく。

母子家庭又はそれに準ずる事情の家庭で、その監護すべ
き児童の福祉に欠けるところがある場合、母子ともに入所さ
せ、保護、指導を行うとともに自立を支援した。
また、退所した母子の生活状況の把握と生活安定のため
の支援に努めた。
70世帯（人数　225人）

子育て支援
課

6 母子生活支援施設 継続

7 ひとり親家庭等医療費 継続

10 母子家庭等自立支援給
付金事業

新規

Ａ

主体的に資格取得等を目指す母子家庭の母を対象に給付
金を支給した。
高等技能訓練促進費　２０件（延べ２３６月）
自立支援教育訓練給付金　４件

11 母子自立支援プログラ
ム策定事業

新規

引き続き、母子家庭の母などを対象
に情報交換及び悩み相談の場を定
期的に提供し、当該家庭の福祉の
増進を図っていく。

引き続き、主体的な資格取得のた
めに、給付金を支給し、母子家庭の
自立を支援していく。

ひとり親家庭等の生活の安定と自
立を支援し、福祉の増進を図るため
にひとり親家庭等に医療費の一部
を支給する。

Ａ

Ａ

相談日数
１００日／年

託児付きの就労支援セミナーやパソコン講座を開催するこ
とにより、就労面から母子家庭の自立を支援した。また、併
せて就労に関する相談を受け付けた。
セミナー　１３名
パソコン講座　２４名
就労相談　３２３件

　　　セミナー　パソコン講座　就労相談
Ｈ２２　 １３件     ２４名　　　　　  ３２３名

延べ利用者数
８0人／年

引き続き、児童扶養手当受給者の
自立を支援するために自立支援プ
ログラムを策定し、継続的な就労支
援を行っていく。
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H22 Ａ 3,035 251

H23 3,021

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

　 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

６－（３）　障害児施策の充実 (単位：千円）

平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 6,189 6,189

H23 7,467

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 30,822 25,771

H23 23,904

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 24,158 24,144

H23 25,884

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 82 82

H23 82

H24

H25

H26

計

 

障害児の身体機能を補完する補装
具等を作成・修理する費用の支給
を継続していく。

重度の障害児に対して、経済的及
び精神的負担の軽減を図るため障
害児福祉手当を支給していく。

引き続き、在宅の障害児を育ててい
る方に特別児童扶養手当を支給す
る。

Ａ

購入　　212件　　　　　23,704,118円
修理　　  94件　　　　　  2,067,103円

障害者福祉
課

既存統計データ

サービスの利用にあたり、その利用
料の自己負担額の軽減を図るため
所得に応じた補助を継続して行う。

Ａ

Ａ

Ａ

4 障害のある子どもへの
各種手当の支給

継続

子育て支援
課

児童の心身の健やかな成長に資するため、在宅の障害児
を育てている方に特別児童扶養手当を支給した（支給要件
有）。
受給者数　４００人

1 生活サポート事業

3 障害のある子どもへの
補装具等の交付

継続 障害者福祉
課

緊急に保護が必要になった障害児
の一時保護を継続して行っていく。

Ａ

保護件数　　　　216件
実利用人数　　　　34人

対象者数　　　　104人

子育て支援
課

障害者福祉
課

2 緊急一時保護事業 継続

所　管　課平成２３年度の方向性

継続

障害者福祉
課

13 川越市父子家庭貸付事
業

新規

Ａ

父子家庭の父の経済的自立を図り、併せてその児童の福
祉の増進を図るため、必要な資金を貸し付けた。
２件　222,000円

H２２　2件　222,000円

№ 事　　業　　名 目標

引き続き父子家庭の父の経済的自
立とその児童の福祉の増進を図る
ため、必要な資金を貸し付ける。

目標事業量
後期計画期間の事業実績

１４，３８０円×１，６７９人＝２４，１５８，４００円（述べ人数）

H２２　受給者数　４００人
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H22 Ａ 58,600 58,600

H23 58,840

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 9,023 9,023

H23 9,754

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 125 40

H23 100

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 59,534 56,154

H23 57,897

H24

H25

H26

計

 

障害児（者）又はその家族からの相
談に総合的・専門的に応じ、日常生
活の支援を行う。

在宅の常時失禁状態にある障害児
（者）に対して継続して紙おむつを
支給することにより、経済的負担の
軽減を図る。

Ａ

子育て支援
課

Ａ

利用人数１７４人（平成２３年３月末）
延べ人数（年間）２，０２７人

引き続き、家庭児童相談員が、主に
発達につまづきのある３歳児を対象
に発達支援を行っていく。

Ｈ２２　相談件数　３，８８７件 引き続き、子どもの発達に関するこ
と、学校生活、家族関係などの相談
に応じていく。

10

保育課11 知的障害児通園施設 新規

障害のある子どもに対
する教職員研修事業

継続

拡充家庭児童相談
（６－（１）－２の再掲）

Ａ

家庭児童相談員が、主に発達につまづきのある３歳児を対
象に、将来の集団生活に備えて、小グループにおいてプレ
イセラピーを中心とした発達支援を行った。
３０回　延べ６２６人

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

障害のある児童生徒への理解と指導力の向上、校内支援
体制の整備に向け、研修を実施した。
特別支援教育コーディネーター養成研修会３回１４１名参加
就学相談担当者研修会１回　４５名参加
発達障害の理解と指導法研修会３回　４６名参加
特別支援教育支援員研修会１回　９１名
発達障害・情緒障害通級指導教室担当者研修会１回　５名

研修の充実により、特別支援教育
への理解と指導力の向上が図られ
た。

H２２　３０回　延べ６２６人 子育て支援
課

8 グループ指導会 継続

7 統合保育事業
（５－（２）－３の再掲）

継続

9

保育課

6 紙おむつ給付事業 継続 障害者福祉
課

5 障害者相談支援事業 継続 障害者福祉
課

Ａ

相談件数5,200件

昨年度までの研修に加え、特別支
援学級担任・通級指導教室担当者
研修会を新設し、担当教員の指導
力向上を図る。

平成２３年度に開設する新規保育
園でも延長保育を実施依頼し、事業
の拡充を図る。

平成２２年４月時は、７３人実施。

Ａ

Ａ

あけぼの児童園において、知的障害のある子供の特性に
応じて日常生活及び社会適応のための支援を行った。

Ａ

障害児及び健常児の成長と発達を促進するため、保育所
において統合保育を実施している。

子どもの発達に関すること、学校生活（幼稚園、保育園等も
含む）、家族関係などの相談に応じた。
相談件数　３，８８７件
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H22 Ｂ 51,379 42,454

H23 50,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 6,599 5,619

H23 9,863

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 109,831 86,951

H23 103,624

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

成長や精神・運動発達に心配がある乳幼児を対象に診察・
相談を行い、発育発達を支援した。

特別支援教育支援員
（自立支援サポーター）
の配置

継続

いもっこの会（ダウン症のある子どもを持つ親の会）を開催
し、親同士の交流の場として情報交換を実施した。

健康づくり支
援課

Ｂ

健康づくり支
援課

成長や精神・運動発達に心配がある乳幼児を対象に診察・
相談を行い、発育発達を支援した。

１１回５６人

拡充

Ａ

Ａ

ひかり児童園を肢体不自由児認可通園施設として整備す
るための課題整理を行い、新施設の導入機能および建設
場所について関係課と検討を行った。

１１回７１人

Ａ

低体重児等を対象に診断、相談を行い、健やかな発育発
達を支援した。

１２回６５人

通常の学級に在籍する発達障害等のある児童生徒を支援
するために、自立支援サポーター１８名を年間８０日派遣し
た。

健康づくり支
援課

Ａ

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

低体重児等を対象に診断、相談を
行い、健やかな発育発達を支援す
る。

要請のあった市立小・中・特別支援
学校に対して、ほぼ配置し、児童生
徒の学習活動における介助等を実
施することで、障害のある児童生徒
への教育の充実を図ることができ
た。

９名増員された自立支援サポーター
２７名の配置の工夫により、より適
切な個別的支援の充実を図る。

成長や精神・運動発達に心配があ
る乳幼児を対象に診察・相談を行
い、発育発達を支援する。

成長や精神・運動発達に心配があ
る乳幼児を対象に診察・相談を行
い、発育発達を支援する。

健康づくり支
援課

いもっこの会を開催し、親同士の交
流の場として情報交換を実施した。

18 子どものこころの健康
相談
（１－（１）－２６の再掲）

拡充

17 発育・発達クリニック
（１－（１）－２５の再掲）

拡充

13

12 肢体不自由児認可通園
施設

16 すくすくクリニック
（１－（１）－２４の再掲）

継続

15 ダウン症のある子ども
を持つ親の会
（１－（１）－２２の再掲）

継続

教育セン
ター
（旧　教育研
究所）

14 特別支援教育支援員
（臨時指導員）の配置

継続

保育課

小学校２６校、中学校２校からの要
請に対し、２８校全てに配置し、個別
学習指導や一斉学習指導における
個別支援や適応指導等を通して、
小学校・中学校に適切な支援を行う
ことができた。

児童生徒の状態をより的確に把握
し、適正な配置を図る。

Ａ

介助等を必要とする児童生徒に対して、小学校１４校に４２
名、中学校７校に１４名、市立特別支援学校に３名の特別
支援教育支援員（臨時指導員）５９名を配置した。

９回５７人

用地選定
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H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

継続自立支援医療（育成医
療）給付
（１－（４）－４の再掲）

健康づくり支
援課

受給者２５５人 小児慢性特定疾患のうち、国が指
定した特定疾患について病気の治
療研究を推進し、家族の経済的負
担を軽減するため、必要な医療の
給付を行う。

身体に障害のある児童に対して、健
全育成・福祉の向上を図るため必
要な医療の給付を行う。

健康づくり支
援課

20 小児慢性特定疾患医療
給付
（１－（４）－６の再掲）

継続

Ａ

身体に障害のある児童に対して、健全育成・福祉の向上を
図るため必要な医療の給付を行った。

受給者１１５人19

教育財務課21 学童保育事業
（５－（１）－１の再掲）

拡充

学童保育室
入室の規定
に対して障
害児の受け
入れは１０
０％入室

保護者の就労等により、家庭が常
時留守になっている障害のある児
童を預かり、必要に応じ、指導員等
を加配し、保育する。

Ａ

保護者の就労等により、放課後の家庭が常時留守になって
いる障害のある児童を、市内３２学童保育室で保育した。
【５０人】

障害児に関わらず、入室の規定に適合していれば１００％
受け入れている。

年度当初学童保育室に入室する障
がいのある児童数
平成１９年度　５４人
平成２０年度　６４人
平成２１年度　４８人
平成２２年度　５０人
平成２３年度　５４人

Ａ

小児慢性特定疾患のうち、国が指定した特定疾患について
病気の治療研究を推進し、家族の経済的負担を軽減する
ため、必要な医療の給付を行った。
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（７）基本目標７　子ども等にやさしく、安全・安心なまちづくりの推進

【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

７－（１）　良質な住宅・良好な居住環境の確保 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｄ 2,028 ―

H23 1,014

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

建築基準法に基づく確認、検査を行
う

Ａ

建築基準法に基づく確認、検査を行いました。 建築指導課

公営住宅における優先入
居

所　管　課平成２３年度の方向性

建築住宅課
（旧　住宅
課）

建築住宅課
（旧　住宅
課）

1 地域優良賃貸住宅 継続

継続2

事　　業　　名 目標 既存統計データ
後期計画期間の事業実績

シックハウス対策 継続

Ａ

抽選方式と困窮度判定による登録方式の２方式で募集を
行った。抽選方式では母子世帯用の枠を設け、登録方式で
は母子世帯、多子世帯等を優遇して登録した。また、住宅
困窮度判定基準について、世帯状況による加点配分の増
加や子育て世帯への加点などの見直しを行った。

抽選方式での母子世帯用の募集
募集５戸　入居５世帯

登録方式での母子・多子世帯の登
録
【母子世帯】
登録１８世帯
【多子世帯】
登録３世帯
※入居は２３年度から

№

3

事業者からの申請希望等があった
場合の事前相談等に対応していく。
ただし、市内の既存物件の空室が
埋まらず戸数が減尐している状況
のため、慎重に対応する必要があ
る。

住宅困窮度判定基準の見直しを
行ったため、原則として、登録方式
での優遇を中心に行っていく。

Ｄ

新規供給計画の申請なし 市認定実績なし

市内特優賃戸数（県認定分）
２２年度末　１３１戸
２１年度末　１５９戸
２０年度末　１６１戸
１９年度末　１６５戸
１８年度末　１７１戸

目標事業量
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【網 掛 け】　 重点施策

【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

７－（２）　安全な道路交通環境の整備 （単位：千円） 　
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,251 1,071

H23 1,115

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 59,874 54,868

H23 51,808

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ

H23

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ

H23

H24

H25

H26

計

 

項目３に含まれる

Ａ

路面標示等による事故防止対策を実施した。
１１５箇所

川越駅南大塚線、本川越駅前通線
の整備に向けた準備を行う。

Ａ

はり紙　2,469枚
はり札　5,932枚
立看板　33個
合計　8,434

引き続き市民ボランティアの方々に
ご協力をいただき、地域に密着した
除却活動を進めていく。

Ａ

Ａ

路面標示等により、事故防止対策
を実施する。

２２年度新設１００箇所修繕１８８基

２２年度１１５箇所

Ａ

警戒標識・注意看板を設置した。
62本

２２年度６２本

Ａ

カーブミラーの新設・修繕を行った。
新設　１００基
修繕　１８８基

5 交通安全看板 継続 安全安心生
活課

4 カーブミラーの整備 見通しの悪い交差点等について、
カーブミラーを新設する。破損等を
したカーブミラーについて修繕する。

警戒標識・注意看板を設置する。

８０基

項目３に含まれる

3 生活道路における安全
対策

継続

2

平成２３年度は、１路線１２０ｍを整
備予定。
平成２２年度繰越分の４１０ｍは整
備済。Ａ

歩道付道路を３０６ｍ整備 歩道整備延長３０６ｍ

歩道整備　Ｌ＝７８．６ｍ

違反広告物の掲出数そのものが年々減尐傾向にあり、市
民ボランティアの方々による地域に密着した除却活動の成
果が着実に現れている。

継続歩行空間のバリアフ
リー化

三田城下橋線の歩道１７ｍを整備しました。

1

引き続き歩道整備を進める。市内２
路線・延長２００ｍについて歩道整
備を行う予定。

歩道付き道路の整備を７８．６ｍ行った。
（内訳４８．６ｍ＋３０．０ｍ）

道路環境整
備課

平成２３年度の方向性

４０本

屋外広告物の撤去 継続

継続

№ 事　　業　　名 目標 既存統計データ
後期計画期間の事業実績

所　管　課

道路建設課

街路課

安全安心生
活課

都市景観課

安全安心生
活課

目標事業量

１，９６０ｍ

１００箇所
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H22 Ａ

H23

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

　 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

７－（３）　安全・安心なまちづくり (単位：千円）

平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ｂ 89,474 88,124

H23 85,900

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 96,897 12,085

H23 8,764

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

建築基準法に基づく審査、検査及
び高齢者、障害者等の移動等の円
滑化の促進に関する法律に基づく
特定建築物の認定を行う。Ａ

建築基準法に基づく確認、検査を行った。

市内１２駅全てがバリアフリー対応
（地平駅含む）

ノンステップバス導入率83.1％（平
成２２年度末現在）

Ａ

信号機等交通規制に関することは、所管が埼玉県公安委
員会となるので、信号機設置箇所等について川越警察署と
連携を図っている。

Ａ

道路照明灯を新設する。

信号機等交通規制に関することは、
所管が埼玉県公安委員会となるた
め、信号機設置箇所等について川
越警察署と連携を図る。

既存統計データ
後期計画期間の事業実績

駅施設については目標事業量を達
成済み。

ノンステップバス導入に対して補助
を継続していく。

良好な避難場所の提供や、改修・
補修による利用者の安全確保を行
い、市民生活の向上を図る。

項目３に含まれる道路照明灯を新設した。
新設　６基

２２年度新設６基

公園整備課

都市交通政
策課

建築指導課

2 旅客施設、車両等のバ
リアフリー化

継続
駅施設のバ
リアフリー化

100%
ノンステップ
バス導入率

100%

市民サービス向上のため、公園の施設改修や新規整備を
実施。
実施公園数１１公園

延べ１１公園の整備及び改修・補修
を実施

1 安全・安心な都市公園
の整備

拡充

Ａ

東武東上線川越市駅、ＪＲ川越線南古谷駅、笠幡駅のバリ
アフリー施設整備を行った。
※川越市駅については東日本大震災の影響により事業が
２３年度に繰越となり、２３年４月２５日に完了した。

ノンステップバス導入に対して補助を行った。（４台）

Ｂ

バリアフリー新法に基
づく所要の措置

継続3

7 信号機 継続

№

6 道路照明灯 継続

事　　業　　名 目標

３基

所　管　課

安全安心生
活課

安全安心生
活課

平成２３年度の方向性目標事業量

改修数
年間２０箇所
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H22 Ａ 175,200 72,248

H23 22,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 12,200 11,086

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 7,896 6,284

H23 9,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,300 1,280

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 46,657 43,581

H23 73,063

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,615 2,333

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

Ａ

歩道付き道路の整備を７８．６ｍ行った。
（内訳４８．６ｍ＋３０．０ｍ）

歩道整備　Ｌ＝７８．６ｍ

Ａ

本庁舎3階のトイレの出入口扉を、軽くて安全な引き戸に改
修した。

歩道整備延長３０６ｍＡ 歩道付道路を３０６ｍ整備

おむつ替え用ベットを３箇所設置
ベビーチェアを各トイレに１箇所設
置（男女共）
授乳室を２区画設置

Ａ

三田城下橋線の歩道１７ｍを整備しました。

防犯灯の整備

7 市内の公共施設４０カ所を「赤ちゃんの駅」として指定して、
授乳及びおむつ替等のスペースを提供した。
また、埼玉県の事業として民間施設においても「赤ちゃんの
駅」を実施し、川越市内で合計１２５箇所の施設を登録。

引き続き歩道整備を進める。市内２
路線・延長２００ｍについて歩道整
備を行う予定。

引き続き防犯灯の新設及び既設の
整備を行い、夜間における身近な
犯罪の防止に努める。

防犯灯の新設及び既設の整備を行った。
新設：１６２灯
修繕：４１７灯

新設工事
Ｈ１７：２３５灯
Ｈ１８：２１６灯
Ｈ１９：２２３灯
Ｈ２０：２１４灯
Ｈ２１：１９５灯
Ｈ２２：１６２灯

Ｈ２２　市公共施設４０カ所　川越市
内１２５箇所

6

赤ちゃんの駅

継続

新規

Ａ

平成２３年度は、１路線１２０ｍを整
備予定。
平成２２年度繰越分の４１０ｍは整
備済。

Ａ

Ｈ２３の改修予定なし。

川越駅南大塚線、本川越駅前通線
の整備に向けた準備を行う。

管財課

安全安心生
活課

子育て支援
課

道路建設課

Ａ

福原小体育館耐震補強工事に伴うトイレのバリアフリー化
川越小体育館耐震補強工事に伴うトイレのバリアフリー化

5 本庁舎における、子育
て世帯にやさしいトイレ
等の整備

継続

4 公共施設等のバリアフ
リー化

拡充

街路課

道路環境整
備課

建築課バリアフリー法による

埼玉県と協力して「赤ちゃんの駅」
事業を広く周知し、指定施設を増や
して乳幼児連れの保護者が安心し
て外出できる環境の整備を図る。

１，９６０ｍ

年間の新設
灯火

３５０灯

５０箇所
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【網 掛 け】　 重点施策

　 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

７－（４）　子ども等の交通安全を確保するための活動の推進 (単位：千円）

平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 2,040 1,988

H23 2,040

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 12,480 10,632

H23 12,240

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 2,685 2,685

H23 2,685

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 1,161 413

H23 431

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 34,887 32,706

H23 39,406

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

子供、障害者、高齢者等の通行の妨げである駅付近の公
道上の放置自転車を撤去し、また、自転車を放置しないよ
う啓発した。

安全安心生
活課

交通安全運動の際に啓発に努め
る。

Ａ

夏の交通安全キャンペーンの際に積極的に着用促進の啓
発を行った。

6 シートベルト、チャイルド
シートの着用促進

継続

平成22年度実績、市内11駅、撤去
回数281回、撤去台数3,632台

平成２２年度の交通運動１２回
　参加者数　１，０５０人

Ａ

幼児・児童・母親及び高齢者に対する交通安全思想の普及
を図るために実施した。
１２回　１，０５０人

交通安全推進協議会に￥１，２９０，０００・交通安全母の会
に￥９００,０００・川越交通安全協会に￥４５０,０００・交通指
導員会に￥４５,０００を補助した。

Ａ

安全安心生
活課

5 放置自転車対策 継続 安全安心生
活課

4 交通安全運動

Ａ

幼児・児童・母親及び高齢者に対す
る交通安全思想の普及を図るため
に実施する。

川越駅西口を放置自転車禁止区域
とするとともに、各駅における放置
自転車の一層の減退を図るため引
き続き撤去及び啓発活動などをメリ
ハリをつけて実施する。

継続

安全安心生
活課

3 交通安全推進団体への
補助

継続 交通安全推進協議会１２９万円・交
通安全母の会９０万円・川越交通安
全協会４５万円・交通指導員会４．５
万円

Ａ

２２年度朝の立哨回数　８，８６０回

４，０００台
撤去

交通安全を推進するため、交通安
全推進協議会・交通安全母の会・川
越交通安全協会・交通指導員会に
対し補助金を交付する。

安全安心生
活課

安全安心生
活課

2 児童の登校時の交通の
安全確保

継続

Ａ

幼児・児童・母親及び高齢者に対する交通安全思想の普及
図るため実施した。
１７７回　１７，５１５人

児童・生徒の登校時における交通
安全の確保・正しい交通ルールとマ
ナーの指導を図るために実施する。

幼児・児童・母親及び高齢者に対す
る交通安全思想の普及図るため実
施する。

児童・生徒の登校時における交通安全の確保・正しい交通
ルールとマナーの指導を図るために実施した。
朝の立哨回数　８，８６０　回

２２年度安全教育１７７回　参加者
１７，５１５人

拡充

１８０回
２１，０００人

所　管　課
後期計画期間の事業実績

1 交通安全教育

目標 既存統計データ№ 事　　業　　名 平成２３年度の方向性目標事業量

年４回
約１，５００人

参加
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H22 Ａ 10,000 8,625

H23 10,000

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

【網 掛 け】　 重点施策

　 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

７－（５）　子ども等を犯罪等の被害から守るための活動の推進 (単位：千円）

平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 10,150 10,126

H23 10,126

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

引き続き歩道整備を進める。市内２
路線・延長２００ｍについて歩道整
備を行う予定。

安全安心生
活課

児童・生徒の通学路については、学校や地域の実情に応
じ、交通事故及び不審者等からの児童生徒の安全確保の
ために、日常点検及び定期点検を実施した。
通学路の点検結果をもとに、登下校時の安全に係る相談
や通学路の整備に係る要望がある場合には、他課と連携し
て、通学路の整備を通して児童・生徒安全の確保に努め
た。

通学路点検全校実施

Ａ

行政においては庁内関係部署による連絡会議・連携に努
め、地域や警察関係との連携方策に取り組んだ。地域にお
いては自治会を中心とした活動や地域防犯推進員等の活
動の充実が図れるよう支援するとともに、「地域の安全は地
域で守る」という認識に立ち、地域の推進体制整備に努め
た。
・自主防犯活動を行っている団体数
　約250団体

行政においては庁内関係部署によ
る連絡会議・連携に努め、地域や警
察関係との連携方策に取り組む。ま
た、地域、事業所及び関係団体等と
協働で、「地域の安全は地域で守
る」という認識に立ち、自治会を中
心とした地域における防犯推進体
制の整備に努める。

自主防犯活動を行っている団体数
H21：２５０団体

Ａ

通学時の事故防止に向け学校と連
携しながら通学路の整備をすすめ
ていく。

歩道付き道路の整備を７８．６ｍ行った。
（内訳４８．６ｍ＋３０．０ｍ）

歩道整備　Ｌ＝７８．６ｍ

安全安心生
活課

Ａ

小学校で行う交通安全教室で啓発した。 平成２２年度　７９回　延１１,５０４人 小学校で行う交通安全教室で啓発
に努める。

Ａ

犯行の機会を与えない、犯罪を起こ
させない地域環境づくりを行う「防犯
のまちづくり」を推進するため、ソフ
ト・ハードの両面から総合的、効果
的に地域の「領域性」や「監視性」を
高めるための各種施策に努める。

安全安心生
活課

8 児童等の自転車乗車時
のヘルメットの着用

新規

H22路面標示４８箇所・ヒヤリハット
マップ５５校

Ａ

安全安心生
活課

引き続き緊急度の高いものから順
次実施する。

1

市立の小中学校・特別支援学校のヒヤリハットマップを作
成した。全５５校

路面標示等による通学路の事故防止対策を実施した。
４８箇所

川越市防犯のまちづく
り基本方針に基づく各
種施策

7

№ 事　　業　　名 目標 既存統計データ
後期計画期間の事業実績

2 防犯推進体制の整備 継続

安全・安心な通学路の
確保

新規

防犯推進体制の整備、防犯意識の高揚、安全な地域コミュ
ニティの推進強化に努めた。
・市内の犯罪認知件数：5,165件

市内の犯罪認知件数
H17：7,836件
H18：7,226件
H19：6,654件
H20：6,152件
H21：5,807件

継続

Ａ

教育指導課

所　管　課

道路環境整
備課

平成２３年度の方向性目標事業量

自主防犯活
動を行ってい
る団体数（自
治会・PTA）
３００団体
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H22 Ａ 2,073 2,073

H23 2,205

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 724 724

H23 812

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ 138 132

H23 592

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―
H23 ―

H24

H25

H26

計

 

子育て支援
課

引き続き、子育て講演会を実施し、児童
虐待防止の啓発を市民に対し、子育て
の大切さを訴え、児童福祉の増進を図
る。
児童虐待の早期発見、早期対応及び
援助を必要とする子育て家庭への迅速
な支援を図るためＨ２３．７．１よりＳＯＳ
センターを開設する。

安全安心生
活課

スクールガード・リーダーを小学校
全校配置し、学校・家庭・地域の連
携をさらに推進する。

Ａ

スクールガード・リーダー養成講習会を１１月に実施し、不
審者対応の実技講習会を行った。

具体的な護身術の講習を行うこと
で、防犯意識の啓発と実技の習得
を図った。スクールガード・リーダー
の配置は４名で各リーダー１人あた
り、拠点校を中心に８校を分担し、
活動した。

地域における自主防犯活動をはじめとした各種活動への参
画を促進し、支援することにより、安全な地域コミュニティの
推進に努めた。
・防犯パトロール用資機材等の提供
　２３自治会（強化地域）

地域における自主防犯活動をはじ
めとした各種活動への参画を促進
し、支援することにより、安全な地域
コミュニティの推進に努める。

随時、犯罪情報等を配信し、行政・
警察・事業所・地域住民が情報の共
有化を図ることで、連携の強化と地
域における自主防犯活動の促進に
引き続き努める。
小江戸川越防犯のまちづくり情報
メール配信サービスの充実に引き
続き務める。

教育指導課

安全安心生
活課

Ａ

6 児童虐待防止の啓発活
動

継続

Ａ

10月23日（土）に、白梅学園大学学長、東京大学名誉教授
の汐見稔幸氏による子育て講演会「育つ喜び育てる楽し
さ」を実施し、122名の市民が参加した。
１１月の「児童虐待防止推進月間」にポスター、パネル等の
掲示をし啓発を促した。

H２２　１回　参加者１２２名

4 安全な地域コミュニティ
の推進

継続

3 防犯意識の高揚
（犯罪情報・防犯情報
の収集と提供）

継続

Ａ

随時、犯罪情報等を配信し、行政・警察・事業所・地域住民
が情報の共有化を図ることで、連携の強化と地域における
自主防犯活動の促進に努めた。
・防犯対策情報・犯罪情報・不審者情報をＥメールで配信
　登録数：９，２２４件

登録状況
H18：5,041件
H19：7,988件
H20：9,187件
H21：9,166件

継続

青尐年課

5 防犯実技研修会

防犯パトロール用資機材等の提供
H16：１０自治会等（重点地域）
H17：５１自治会（強化地域）
H18：２自治会（強化地域）
H19：２４自治会（強化地域）
H21：５自治会（強化地域）

7 「子ども１１０番の家」
（５－（３）－１３の再掲）

継続 子ども１１０番の家事業の実施によ
り、子どもたちにとって安全で安心
な環境づくりを図っていく。

Ａ

青尐年を育てる市民会議の構成員である地区会議のうち、
子ども１１０番の家を実施している地区会議に対して、運営
に係る経費を対象に補助金を交付した。

・子ども１１０番の家実施地区会議数　１６地区会議
（うち、１１地区会議から請求があり交付した。）

教員５４名
スクールガー

ド６８名

１回／年

メール配信
サービスの
登録件数

１０，０００件

年間の提供
団体数

２０自治会等
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【網 掛 け】　 重点施策

　 【進捗状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

７－（６）　被害に遭った子どもの支援の推進 (単位：千円）
平成２２年度末 平成２２年度の事業実績

進捗状況 【目標事業量に対する実績値】 年度 進捗状況 予算額 決算額
H22 Ａ 243 243

H23 243

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ － －

H23 －

H24

H25

H26

計

 

H22 Ａ ― ―

H23 ―

H24

H25

H26

計

 

既存統計データ目標

1 犯罪被害者支援推進協
議会への補助

継続

№ 事　　業　　名

Ａ

子どもの発達に関すること、学校生活（幼稚園、保育園等も
含む）、家族関係などの相談に応じた。
相談件数　３，８８７件

Ｈ２２　相談件数　３，８８７件 子育て支援
課

安全安心生
活課

被害者への支援として、市・警察・
関係機関（協議会会員）への適切な
引継ぎや被害者支援推進のための
広報啓発に努める。

被害者への支援として、市・警察・関係機関（協議会会員）
への適切な引継ぎや被害者支援推進のための広報啓発に
努めた。

川越市犯罪被害者支援推進協議会
への助成
H17～H21年度1,440千円

Ａ

3 要保護児童対策地域協
議会
（６－（１）－３の再掲）

拡充

Ａ

要保護児童の早期発見や適切な支援を図るため、当協議
会において関係機関が情報や考え方を共有し、適切な連
携ができるよう協議した。
代表者会議　1回
実務者会議　9回

Ｈ２２　代表者会議１回　実務者会
議９回

拡充

子育て支援
課

2 家庭児童相談
（６－（１）－２の再掲）

後期計画期間の事業実績
所　管　課

引き続き、子どもの発達に関するこ
と、学校生活、家族関係などの相談
に応じていく。

引き続き、前年度と同数程度の会
議を開催するとともに、効率的かつ
効果的な会議を目指す。

平成２３年度の方向性目標事業量
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